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フェアトレードと倫理的消費 

に関する全国意識調査 2015 

 

一般社団法人日本フェアトレード・フォーラム（FTFJ）は、全国のフェアトレードの研究者からなる調

査チームとともに、2015年6月末から7月初めにかけて、全国の1076人（15歳～69歳）を対象に、「フ

ェアトレードと倫理的消費」に関する意識調査を行った。 

この調査は、FTFJの前身組織であるフェアトレードタウン・ジャパン（FTTJ）が2012年3月に行っ

た調査のフォローアップとして行ったもので、フェアトレードと倫理的消費に関する日本社会の関心や行

動が、この3年間にどのように変化したかを明らかにしようとするものである。 

本調査は調査会社（マクロミル）に委託してインターネット上で実施した。全国を人口比に応じて6つ

の地域（東北・北海道、関東、中部、近畿、中国・四国、九州・沖縄）に分け、各地域において回答者の

性別と年代別の構成が各地域の実際の人口構成と一致するようサンプルを抽出した。 

また全国調査に合わせて、フェアトレードタウン運動が行われている熊本市、名古屋市、札幌市、逗子

市、宇都宮市、岐阜県垂井町のほか、大阪市、福岡市、新潟市、長岡市の合わせて10都市において、そ

れぞれ103人を対象に同内容のインターネット調査を行い（このうち垂井町の回答者は69人）、東京都に

ついても全国調査の回答者の中から都内在住の120人の回答を抜き出して分析を行った。なお、これら東

京都を含む11都市の調査は、母数が少ない上に人口構成を反映したサンプルの抽出を行っていないため、

都市間の比較や全国の結果との厳密な比較を行うことは難しく、大まかな特徴や傾向を読みとるにとどめ

た。 

また、都市別に限らず、年代別、地域別の分析も、母数が少ないため誤差が大きい1。したがって、今回

の調査結果から性急に結論を引き出すべきでないことを付言しておきたい。 
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1 誤差に関しては補足資料の「サンプルサイズと標本誤差」を参照のこと。サンプルサイズが約1000の全国

調査の場合±1.4～3.1％㌽の誤差が、サンプル数が約100の11都市の調査は±4.3～9.8％㌽、サンプル数

が約70の垂井町の調査は±5.1～11.7％㌽の誤差がある（信頼度95％として） 
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Ⅰ．フェアトレードに関する調査 

 

１．フェアトレードの知名度 

本調査ではまず、調査対象者全員（1076人）を対象に、フェアトレードという言葉を見聞きしたこと

があるかどうかを尋ねた。フェアトレードが何を意味するか、その内容まで知っているか否かに関わら

ず、「フェアトレードという言葉を見聞きしたことがある人の割合＝フェアトレードの知名度」を調べた

ところ、次の表の通りだった。 

フェアトレードという言葉を 

見聞きしたことがあるか 

全 国 性 別 (％) 年代別 (％) 

人 ％ 
男 女 10代 20代 30代 40代 50代 60代 

537人 539人 78人 163人 216人 200人 198人 221人 

1. 知らない 493 45.8  44.7  46.9  38.5  44.8  43.5  40.0  49.5  53.4  

2. 見聞きしたことはあるが 

内容までは知らない 
313 29.1  29.2  28.9  21.8  34.4  33.3  30.0  26.3  25.3  

3. 見聞きしたことがあり、 

内容も多少は知っている 
218 20.3  20.9  19.7  25.6  15.3  19.9  25.5  20.2  17.6  

4. 見聞きしたことがあり、 

内容もよく知っている 
52 4.8  5.2  4.5  14.1  5.5  3.2  4.5  4.0  3.6  

知名度 （見聞きしたことがある人 

        の割合＝2～4の合計） 
583 54.2 55.3 53.1 61.5 55.2 56.5 60.0 50.5 46.6 

2012年時点の知名度 541 50.3 47.4 53.1 64.6 54.9 50.0 46.3 46.9 48.6 

差 （2015年-2012年） 42  3.9  7.9  -0.1  -3.0 0.3 6.5 13.7 3.6 -2.0 

この表から明らかなように、フェアトレードという言葉の知名度は54.2％で、3年前の50.3％から

3.9㌽上昇した。ちなみに、2008年11月にチョコレボ実行委員会という団体が行った同様の調査では

42.2％だったことから、2008年からの7年間では、フェアトレードの知名度は12㌽上昇したことにな

る。 

性別では、女性が前回と同じ53.1％だったのに対して、男性は55.3％と前回よりも8㌽近く上昇した。

その結果、前回は女性の間での知名度の方が男性よりも5.7㌽高かったのに対して、今回は逆に男性の

間での知名度の方が2.2㌽高くなった。このことは、この3年の間に男性の間でフェアトレードという

言葉がよく知られるようになったことを物語っている。 

年代別では、10代（15～19歳）での知名度が前回より多少下がりながらも61.5％と最も高くなって

いて、高校生や大学生の世代ではフェアトレードが一般的な言葉として定着していることが窺われる。

また今回は、40代で14㌽近く上昇するなど、30代から50代にかけて知名度が上がり、フェアトレー

ドという言葉がより年齢の高い層の間でも知られるようになったことが分かった。 

次に、地域別のフェアトレードの知名度は以下の通りで、すべての地域でフェアトレードの知名度が

上がり、特に九州・沖縄地方と近畿地方での上昇が顕著だった。 

（％） 
全国 

北海道 

東北 
関東 中部 近畿 

中国 

四国 

九州 

沖縄 

1076人 125人 355人 195人 175人 100人 123人 

知名度 54.2 52.0 57.0 53.3 53.7 48.0 55.3 

2012年の 

知名度 
50.3 49.2 56.6 51.0 43.8 46.4 44.4 

差 （2015年-2012年） 3.9 2.8 0.4 2.3 10.0 1.6 10.9 
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都市別のフェアトレードの知名度は次の通りだった。東京都で知名度が大きく下がり、名古屋市で若

干下がった一方、熊本市、札幌市、大阪（前回は大阪府、今回は大阪市が対象）では知名度が上がった。

逗子市以降の都市は今回初めて調査を行った都市である。 

（％） 全国 熊本 名古屋 札幌 東京 大阪 逗子 垂井 宇都宮 新潟 長岡 福岡 

知名度 54.2 65.0 56.3 53.4 57.5 54.4 62.1 55.1 53.4 47.6 40.8 51.5 

2012年の 

知名度 
50.3 58.3 58.3 48.5 68.0 48.1 ― ― ― ― ― ― 

差 3.9 6.8 -1.9 4.9 -10.5 6.3 ― ― ― ― ― ― 

表の中で、太字の都市はフェアトレードタウン運動が行われている都市であることを示している。こ

の結果を見る限り、フェアトレードタウン運動が行われているかどうかは、フェアトレードという言葉

の知名度の高低に影響を与えていはいないようである。 

なお、東京都で3年間の間に知名度が10㌽以上も下がることは極めて考えにくく、母数が小さいこ

とが影響していると思われる。東京都に限らず、いずれの都市もサンプル数が100前後で、その場合、

統計上±4.3～9.8％㌽ほどの誤差が出てくる。それを考慮に入れると、東京都の2012年の認知率との

差も、誤差の範囲内に収まっている。同様に、他の都市における差も誤差の範囲内にあることから、前

回の調査時よりも認知率が上下したとしても、過剰に反応したり、「深読み」したりするのは適切では

ない。大まかな目安として受け取るべきと言えよう。各都市で認知率の意味ある経年変化を知るには、

500ないし1000サンプル以上の調査を行う必要がある（サンプル数500の場合は±1.9～4.4％㌽、1000

の場合は±1.4～3.1％㌽ほどの誤差となる）。 

 

２．フェアトレードの認知率 

フェアトレードという言葉は見聞きしたことがあっても、その意味や内容をよく知らなかったり、誤

解していたりする人が前回の調査でも半数近くいた。そこで今回も、見聞きしたことがあると回答した

人（583人）を対象に、フェアトレードに最も関わりが深いと思う言葉を7つの選択肢の中から選んで

もらった。その結果が次の表である。 

フェアトレードの 

認知率 

全 体 
見聞きした 

ことはある 

多少は知って 

いる 
よく知っている 

認知者と 

認知率 

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 認知者 認知率※ 

1. 株 式 165 28.3  144 46.0  20 9.2  1 1.9      

2. 金 融 84 14.4  72 23.0  8 3.7  4 7.7      

3. 貧 困 272 46.7  63 20.1  171 78.4  38 73.1  272 25.3 

4. 環 境 43 7.4  21 6.7  15 6.9  7 13.5  43 4.0 

5. 医 療 2 0.3  1 0.3  1 0.5  - -     

6. メディア 3 0.5  1 0.3  1 0.5  1 1.9      

7. スポーツ 14 2.4  11 3.5  2 0.9  1 1.9      

正答率 (3 + 4) 315  54.2  84  26.8 186  85.3 45  86.6 315 29.3 

※ ここでの％は､調査対象者全体（1076人）に占める割合 

7つの選択肢のうち、金融や株式、スポーツなどとの関わりが深いと答えた人は、今回も回答者全体

（583人）の半数近くいて、フェアトレードが取り組んでいる貧困ないし環境の問題と正しく答えられ

た人は54.2％（四捨五入の関係で）だった。この「正答率」は、3年前の調査（51.0％）よりも少し上

昇した。正答率は、フェアトレードのことをよく知るに従って高くなっている（26.8％から86.6％へ）。 
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この結果、調査対象者全体（1076人）のうち、フェアトレードを貧困や環境の問題と結びつけること

のできた正答者＝認知者（315人）の割合、つまり「フェアトレードの認知率」は29. 3％で、3年前の

25.7％から3.6㌽上昇した。ちなみに、2008年にチョコレボ実行委員会が行った調査では推定22.7％

（調査方法が違うため推定値）だったことから、2008年からの7年間では6.6㌽上昇したことになる。 

性別、年代別の認知率の違いは次の表の通りである。 

認知率 

（％） 
全 体 

性別 年代別 

男 女 10代 20代 30代 40代 50代 60代 

1. 株 式 15.3 16.4 14.3 14.1  20.9  18.5  15.0  12.6  11.3  

2. 金 融 7.8 10.1 5.6 12.8  9.8  4.2  8.5  7.1  8.1  

3. 貧 困 25.3 23.5 27.1 32.1  20.9  28.7  29.0  25.3  19.5  

4. 環 境 4.0 3.4 4.6 2.6  2.5  3.7  6.0  2.5  5.4  

5. 医 療 0.2 0.4 0.0 - - 0.9  - - - 

6. メディア 0.3 0.4 0.2 - 1.2  - - 0.5  - 

7. スポーツ 1.3 1.3 1.3 1.3 20.9  0.5  1.5  2.5  2.3  

認知率 （3＋4） 29.3  26.8  31.7  34.6  23.3  32.4  35.0  27.8  24.9  

2012年の認知率 25.7 22.7 28.6 27.8 26.2 28.0 27.4 23.0 23.0 

差 （2015年-2012年） 3.6 4.1 3.2 6.8 -2.9 4.4 7.6 4.8 1.9 

※ 四捨五入の関係で、3+4の和が認知率の数字と一致しないことがある 

性別では、男女とも3年前より上昇し、ここでも男性の伸びの方が大きかった。とはいえ、知名度と

違って、女性を上回るほどの伸びではなかった。年代別の認知度は、誤差の範囲内とは言え、20代で下

がった以外はどの世代でも前回より上昇し、10代と40代での上昇率が大きかった。 

次に、地域別の認知率の違いを見てみよう。前回の調査では中部地方より東で認知率が高く、近畿以

西で認知率が低いという「東高西低」の傾向が見られた。しかし、今回の調査では、九州・沖縄地方で

10㌽以上も上昇した一方で、北海道・東北で多少下がったことなどから、前回ほどの東西差は見られな

くなった（ただし、近畿と中国・四国地方は依然として全国平均を下回っている）。 

（％） 全国 
地域別 

北海道 

東北 
関東 中部 近畿 

中国 

四国 

九州 

沖縄 

認知率 29.3  25.6  33.0  32.8  25.1  20.0  30.9  

前回の認知率 25.7 26.6 28.7 28.6  22.2  20.6  20.2  

差 （2015年-2012年） 3.6 -1.0 4.2 4.2 3.0 -0.6 10.7 

都市別では、東京都の認知率が3年前より14％㌽も下がる一方、熊本市で8％㌽近く上昇しているの

が目を引く。総じて、岐阜県垂井町を除き、フェアトレードタウン運動が行われている都市（太字で表

示）で認知率が全国平均より高くなっている。 

（％） 全国 熊本 名古屋 札幌 東京 大阪 逗子 垂井 宇都宮 新潟 長岡 福岡 

認知率 29.3  39.8 36.9 30.1 31.7 25.2 39.8 24.3 30.1 28.2 19.4 27.2 

前回の認知率 25.7 32.0  38.8  29.1  45.6  21.5  ― ― ― ― ― ― 

差 3.6 7.8 -1.9 1.0 -14.0 3.7       
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先述の通り、フェアトレードタウン運動が行われている都市で、フェアトレードの「知名度」が特段

高いわけではないにも関わらず、フェアトレードの「認知率」が高いのは一体なぜなのだろうか。後で

見るように、フェアトレードタウン運動について見聞きしたことがあるか否かを尋ねた質問では、全国

平均で14.0％、また運動が行われている都市でも8.7～17.5％の人しか見聞きしたことがなかった。フ

ェアトレードタウン運動そのものが知られていない中では、運動の成果としてより多くの人がフェアト

レードのことを知るようになる（＝知名度が上がる）ことは期待しがたい。一方、既にフェアトレード

という言葉を見聞きしたことのある人たちは、フェアトレードへの感受性が高くなっているため、フェ

アトレードタウン運動が発するメッセージを敏感に受け取り、今まであやふやだったフェアトレードに

ついての知識が深まって、正しく「認知」できるようになると解釈しうる。ただ、以上は一つの「仮説」

に過ぎず、より精緻な調査が必要である。 

最後に、回答者の属性に伴う認知率の違いを見てみよう。まず、職業による認知率の違いは次の表の

通りである。会社員、非正規労働、専業主婦／主夫（＋学生／生徒、その他）を除いてはサンプル数が

非常に少なく、前回との有意な比較をすることは難しい。調査結果から言えるのは、前回と同様、公務

員や教職員の認知率が高い一方、専門職や技術系では低いことである。3年前と比較すると、事務系の

会社員や専業主婦／主夫、学生／生徒の間で認知率が向上した。 

（％） 

人数→ 

公務員 専門職 教職員 
経営者 

／役員 

会社員 

（事務） 

会社員 

（技術） 

非正規 

労働 
自営業 自由業 

専業主婦 

／主夫 
学生／ 

生徒 
その他 

25 32 11 15 169 126 165 62 43 250 93 85 

認知率 36.0 15.6 45.5 60.0 33.1 20.6 27.9 25.8 30.2 30.0 33.3 28.2 

前回の認知率 30.6 24.0 42.9 26.3 24.6 23.5 25.8 22.4 35.5 25.1 27.8 22.5 

差 5.4 -8.4 2.6 33.7 8.5 -2.9 2.1 3.4 -5.3 4.9 5.6 5.8 

学歴による認知率の違いは次の表の通りで、高校卒（在学中を含む）を除いて、どのグループでも認

知率が上昇している。また、総じて学歴が高くなるほど認知率が高くなるのは前回と同様だった。 

（％） 

人数→ 

中学 高校 
高等専門 

学校等 
短期大学 

四年制 

大学 
大学院 

38 323 133 126 412 44 

認知率 18.4 16.1 28.6 31.7 37.9 50.0 

前回の認知率 4.3 18.5 25.0 23.6 33.7 36.4 

差 14.1 -2.4 3.6 8.1 4.2 13.6 

年収による認知率の違いは次の表の通りで、750万円～1,000万円を除くすべての所得層で認知率が

上昇した。とりわけ中間層（年収300万円～750万円）の認知率が大きく上昇したことで、年収が上が

るにつれて認知率が上昇するという正の連関が前回よりも鮮明になった。 

（％） 

人数→ 

200万円 

未満 

200～ 

300万円 

300～ 

500万円 

500～ 

750万円 

750～ 

1,000万円 

1,000万円 

以上 

164 146 288 215 162 101 

認知率 20.7 24.7 27.1 32.1 34.6 41.6 

前回の認知率 20.5 24.1 21.6 23.4 34.7 39.6 

差 0.2 0.6 5.5 8.7 -0.2 2.0 

 

３．フェアトレードを知ったきっかけ 

フェアトレードを認知している人（315人）はどのようにしてフェアトレードを知ったのか、そのき

っかけを尋ねたところ、次の表のような結果だった。 

回答者全体では、①テレビ、②新聞、パソコンのインターネットサイト、店頭、⑤授業／講義の順に
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多かった。上位3位内にこれらの媒体が並ぶのは、地域や都市に限らず共通していた。また、3年前と

比べると、新聞や友人／知人／同僚を通して知った人が増えた。 

フェアトレードを 

知ったきっかけ 

全 体 男 女 

315人 ％ 144人 ％ 171人 ％ 

新聞  48 15.2 30 20.8 18 10.5 

テレビ  60 19.0 29 20.1 31 18.1 

ラジオ  5 1.6 1 0.7 4 2.3 

雑誌  13 4.1 5 3.5 8 4.7 

パソコンのインターネットサイト  48 15.2 26 18.1 22 12.9 

携帯のインターネットサイト  1 0.3 - - 1 0.6 

ブログ  2 0.6 - - 2 1.2 

SNS  - - - - - - 

メルマガ／メーリングリスト  1 0.3 1 0.7 - - 

通販カタログ  14 4.4 4 2.8 10 5.8 

店頭  48 15.2 17 11.8 31 18.1 

本  8 2.5 6 4.2 2 1.2 

授業／講義  27 8.6 8 5.6 19 11.1 

セミナー／イベント等  8 2.5 2 1.4 6 3.5 

友人／知人／同僚  19 6.0 8 5.6 11 6.4 

家族  2 0.6 2 1.4 - - 

その他（具体的に）  9 2.9 3 2.1 6 3.5 

覚えていない 2 0.6 2 1.4 - - 

注）SNSは、ツイッター、フェイスブック、ミクシーなど 

男女別では、男性で新聞とパソコンのインターネットサイトを挙げた人が多く、女性では店頭と授業

／講義を挙げた人が多い、という違いが見られた。 

世代別 
10代 20代 30代 40代 50代 60代 

27人 ％ 38人 ％ 70人 ％ 70人 ％ 55人 ％ 55人 ％ 

新聞  - - 4 10.5 7 10.0 9 12.9 10 18.2 18 32.7 

テレビ  1 3.7 5 13.2 14 20.0 21 30.0 12 21.8 7 12.7 

ラジオ  - - - - - - 1 1.4 1 1.8 3 5.5 

雑誌  1 3.7 1 2.6 4 5.7 2 2.9 3 5.5 2 3.6 

パソコンのインターネットサイト  1 3.7 - - 13 18.6 11 15.7 10 18.2 13 23.6 

携帯のインターネットサイト  - - 1 2.6 - - - - - - - - 

ブログ  - - - - 1 1.4 1 1.4 - - - - 

SNS  - - - - - - - - - - - - 

メルマガ／メーリングリスト  - - - - 1 1.4 - - - - - - 

通販カタログ  1 3.7 2 5.3 3 4.3 3 4.3 3 5.5 2 3.6 

店頭  3 11.1 9 23.7 15 21.4 12 17.1 7 12.7 2 3.6 

本  3 11.1 1 2.6 3 4.3 - - - - 1 1.8 

授業／講義  15 55.6 9 23.7 2 2.9 - - 1 1.8 - - 

セミナー／イベント等  1 3.7 2 5.3 - - 3 4.3 - - 2 3.6 

友人／知人／同僚  - - 4 10.5 2 2.9 4 5.7 5 9.1 4 7.3 

家族  - - - - 1 1.4 - - 1 1.8 - - 

その他（具体的に）  1 3.7 - - 3 4.3 2 2.9 2 3.6 1 1.8 

覚えていない - -   - 1 1.4 1 1.4 - - - - 
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年代別では、10代で授業／講義と答えた人が56％と圧倒的に多く、20代でも24％を占めていた。3

年前の調査でも、これらの年代では授業／講義の割合が高かった（10代33％、20代21％）。特に10

代では、3年間で22㌽増と大幅に増えた。その背景には、ここ数年連続して大学センター入試でフェア

トレードが出題されたり、高校の授業の中（特に男女必修の家庭科）でフェアトレードが取り上げられ

たりしていることが寄与していると考えられる。 

 

４．フェアトレードを知ってからの年数 

次に、フェアトレードの認知者を対象に、フェアトレードという言葉を知ったのは何年前か（＝フェ

アトレードを知ってからの年数）を尋ねたところ、次の表のように、全体としては①1年～3年未満が

最多で、②3年～5年未満、③5年～10年未満の順に多く、加重平均すると4.66年だった。 

男女別では、男性よりも女性の方が加重平均年数が長い（男性の3.82年に対し、女性は5.36年）。3

年前（男性3.50年、女性4.10年）と比べてもその差は広がっている。年代別に見ると、20代で5年～

10年未満が最も多くなっているのが目を引く。加重平均年数では、前回同様40代と50代で長くなっ

ている。 

3年前の調査結果と比べると、1年～3年未満が最多、次いで3年～5年未満が多いのは変わらないも

のの、3番目には、3年前の「1年未満」と入れ替わって「5年～10年未満」が入った。そのせいもあ

ってか、全体の加重平均年数も3.84年から4.66年へと伸びた。ただし、3年前に既にフェアトレード

を知っていた人がそのまま持ち上がれば、全体で3年程度伸びると想定される。しかも、1年未満の人

の割合が今回減少している。それを考慮すると3年以上伸びても不思議ではないが、想定に反して1年

未満の伸びとなったのは、母数が少なために誤差が大きく出たためと考えるのが順当と思われる。 

フェアトレードを 

知ってからの年数 

全 体 男 女 

315人 ％ 144人 ％ 171人 ％ 

 1年未満 30 9.5 19 13.2 11 6.4 

 1年～3年未満 110 34.9 54 37.5 56 32.7 

 3年～5年未満 81 25.7 38 26.4 43 25.1 

 5年～10年未満 65 20.6 29 20.1 36 21.1 

 10年～15年未満 22 7.0 3 2.1 19 11.1 

 15年～20年未満 4 1.3 0 0.0 4 2.3 

 20年以上 3 1.0 1 0.7 2 1.2 

加重平均年数 4.66 3.82 5.36 

注）加重平均年数は、各年数帯の中央値（例えば1年未満なら0.5年、1年～3年未満なら2年）を、

また20年以上は25年を用いて計算した。 

 

５．フェアトレードに関して取ったことのある行動 

フェアトレードの認知者を対象に、フェアトレードに関してどのような行動を取ったことがあるかを

尋ねた結果が次の表である（複数回答可）。全体では、特に行動したことのない人が半数強いた。取った

ことが多い行動としては、男女ともに①フェアトレード製品／産品の購入、②フェアトレードについて

本やインターネットでの調査、③家族や友人・知人に話した／伝えた、の順に多かった。3年前の調査

と比べると、行動したことがない人を含め、全体の順位や割合にほとんど変化はなかった（購入した人

の割合は、27.9％から33. 7％へと6㌽近く増えた）。 

顕著な違いが見られたのは男性の行動で、3年前の調査では、①本やインターネットでの調査（25％）、

②フェアトレード製品／産品の購入（20％）の順だった。それが逆転したことは、男性がフェアトレー

ド製品／産品の購入に積極的になっていることを物語っている。とはいえ、女性はフェアトレード製品
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／産品を購入してる人の割合が43％と、男性（22％）の倍近くに上っていて、男女の差は依然として大

きい。 

また、前回の調査では、男性は上位3つの行動しか取っていなかったのに対して、今回の調査では、

女性と同様に他の多くの行動も取るようになって、男性の行動が多様化していることが窺われる。ただ

し、一人あたりの行動数は、男性の0.53に対して女性は0.80で、今日でもなお女性の方が行動的であ

ることは間違いない（3年前は男性の0.50に対して女性は0.81）。 

フェアトレードに関して取ったことがある行動 
全 体 男 女 

315人 ％ 144人 ％ 171人 ％ 

フェアトレードについて本やインターネットなどで調べた 65 20.6 29 20.1 36 21.1 

フェアトレードに関するセミナーやイベントに参加した 6 1.9 3 2.1 3 1.8 

フェアトレードのことを家族や友人、知人に話した／伝えた 22 7.0 5 3.5 17 9.9 

フェアトレード製品／産品を購入した 106 33.7 32 22.2 74 43.3 

フェアトレードに関わる団体に寄付をした 9 2.9 4 2.8 5 2.9 

フェアトレードに関わる団体やイベント等でボランティアをした 2 0.6 1 0.7 1 0.6 

フェアトレードに関わる団体 （大学のサークル等を含む） に入った - - - - - - 

小売店や飲食店などにフェアトレード製品／産品を扱ってもらうよう

働きかけた 
3 1.0 2 1.4 1 0.6 

その他 （具体的に）  - - - - - - 

特別に行動したことはない 168 53.3 87 60.4 81 47.4 

合  計      （右側は一人あたりの行動数) 213 0.68 73 0.51 137 0.80 

年代別に見ると、①特に行動なし、②フェアトレード製品／産品の購入、③本やインターネットでの

調査の順に多いのが全ての年代に共通していた。購入する人の割合は、50代（40％）、40代（36％）、

20代（32％）、10代（30％）の順に多く、3年前と比べると10代（16㌽増）と50代（13㌽増）での

増加が目立っている。 

 

６．フェアトレードを日本社会に広める方法 

フェアトレードの認知者に対して、日本社会にフェアトレードを広めるにはどうしたら良いかを尋ね

たところ、結果は次の表の通りだった。 

全体では、①一般市民/消費者向けの啓蒙、②企業に対する働きかけ および フェアトレード製品／産

品をもっと魅力的なものにする、④子ども向けの教育に力を入れるの順に多かった。この結果は3年前

の調査とほとんど変わっていない。 

男女別では、女性では一位に「企業に対する働きかけ」と「フェアトレード製品／産品をもっと魅力

的なものにする」が並んだのに対して、男性では「一般市民／消費者向けの啓発」が一位となっている。

男性の自由記述の中には、「フェアトレードに対する疑念を解消する」、「何が、どの程度フェアなのかを

明確にする」といった記述があった。こうしたことから、女性は具体的な製品／産品や企業と結び付け

てフェアトレードの普及を考えているのに対し、男性の場合は理念先行の傾向が見られる（3年前の調

査でも同様）。また、「その他」を除き、どの選択肢を取っても女性の回答率が高く、女性の方がフェア

トレードの普及に熱心であることを示している（一人あたりの回答数も男性2.1に対し、女性は2.8）。 
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フェアトレードを日本社会に広める方法 
全 体 男 女 

315人 ％ 144人 ％ 171人 ％ 

一般の市民／消費者向けの啓発活動に力を入れる 163 51.7 73 50.7 90 52.6 

子ども（児童／生徒）向けの教育に力を入れる 107 34.0 45 31.3 62 36.3 

地域ぐるみでフェアトレードを普及・推進して地域に根づくよう

にする 
81 25.7 31 21.5 50 29.2 

学校や職場、サークルなど自分が所属している場所でフェア 

トレードの輪を広げる 
54 17.1 16 11.1 38 22.2 

企業に対してフェアトレードを行うよう働きかける 144 45.7 48 33.3 96 56.1 

政府や自治体にフェアトレードを支持・支援するよう働きかける 88 27.9 35 24.3 53 31.0 

フェアトレード製品／産品をもっと魅力的なものにする 144 45.7 48 33.3 96 56.1 

その他 （具体的に） 3 1.0 3 2.1 - - 

計     (右側は一人あたりの回答数） 784 2.5  299 2.1  485 2.8  

年代別では、50代で「フェアトレード製品／産品をもっと魅力的なものにする」が最も多く、10代

で「子ども（児童/生徒）の教育に力を入れるが2番目に多いのが目を引く。それぞれの購入体験、教育

体験に基づいてこれらの選択肢が選ばれたものと思われる。 

 

７．フェアトレードタウンの知名度 

フェアトレードを「まちぐるみ」で推進するフェアトレードタウン運動が日本で始まって10年余が

たち、これまでに熊本市と名古屋市がフェアトレードタウンに認定されている。日本各地に広がりつつ

あるこの運動について、調査対象者全員（1076人）を対象に、フェアトレードタウンという言葉を見聞

きしたことがあるかどうかを尋ねた結果が次の表である。 

フェアトレードタウンの知名度 

 （％） 

調査対象者全員 フェアトレード認知者 

全体 男 女 全体 男 女 

知らない 86.0  81.9  90.0  80.6  75.0  85.4  

見聞きしたことはあるが、 

内容までは知らない     (a) 
10.6  13.8  7.4  12.1  16.0  8.8 

見聞きしたことがあり、 

  内容も多少は知っている  (b) 
2.8  3.4  2.2  6.0  6.9  5.3  

見聞きしたことがあり、 

  内容も知っている       (c) 
0.7  0.9  0.4  1.3  2.1  0.6  

知名度 (a+b+c) 14.0  18.1  10.0  19.4 25.0 14.6 

まず調査対象者全体では、フェアトレードタウンという言葉を見聞きしたことがある人の割合、すな

わちフェアトレードタウンの知名度は14.0％だった。それは、フェアトレードそのものの知名度（54.2％）

の4分の1程度にあたる。フェアトレードという言葉は見聞きしたことがあっても、フェアトレードタ

ウンという言葉までは知らない人が4分の3もいるわけである。 

フェアトレードタウンの知名度は、フェアトレードそのものの意味を知っている認知者の間では20％

近くと確かに高いが、それでもフェアトレードタウンの内容まで多少とも分かっている人は7.3％に過

ぎない（フェアトレード認知者全体の3分の1強（7.3／19.4））。 

男女別では、フェアトレードの知名度の場合と同様、男性の間での知名度の方が高かった。年代別で
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は10代～40代での知名度が16％台と比較的高かった。地域別では中部地方で11.8％とやや低い程度で

大きな違いはなかった。 

都市別の知名度は次の表の通りである。フェアトレードタウン運動が行われている都市（網掛け）で

あれば当然知名度も高いだろうと予想していたが、表が示す通り、それらの都市でもフェアトレードタ

ウンという言葉はとりわけよく知られているわけでもなかった。中でも、2011年に日本初のフェアトレ

ードタウンに認定されてから4年が経つ熊本市での知名度が低いのは意外である。これは、サンプル数

が少ないことは考慮すべきとしても、フェアトレードタウン運動がまだ日本社会に十分に浸透していな

いことを示しているように思われる。 

（％） 全 国 熊本 名古屋 札幌 逗子 垂井 宇都宮 東京 大阪 新潟 長岡 福岡 

知名度 14.0 12.6 14.6 14.6 17.5 8.7 13.6 15.0 17.5 3.9 7.8 10.7 

とは言え、既述の通り、フェアトレードタウン運動が行われている都市では、フェアトレードの認知

度が全国平均よりも高いという結果が出ていることから、市民にフェアトレードの意義をよく知っても

らう上でフェアトレードタウン運動が一定の成果を上げているとは言えるだろう。 

 

８．フェアトレードへの政府や自治体の関わり方 

地元の行政を主要なパートナーとするフェアトレードタウン運動が日本各地に広がっていることから、

今回の調査では、フェアトレードへの政府や自治体の望ましい関与のあり方について、市民がどのよう

に考えているかを初めて尋ねた。質問は、「フェアトレードについて、政府や地方自治体はどのように関

わったらよいと思いますか」というもので、フェアトレードの認知者を対象に、7つの選択肢の中から

最大三つまで選んでもらった（複数回答可、なお、「関わる必要はない」を選んだ場合は、他の選択肢

を選べない）。 

選択肢は、1. の「関わる必要はない」を除き、2. 広報、3. イベントの後援・共催、4. 製品の購入、

5 .学校教育への取り入れ、6. 政策、法律・条例の策定と、番号が増すごとに関与の度合いが深くなるよ

う設定した。 

全体として見ると、①広報、②イベントの後援・共催、③製品購入 および 学校教育への取り入れ、

の順に多かった。関わる必要がないとする回答は10％と少なく、政府・自治体に何らかの関わりは求め

ているものの、今の段階では深く関わることまでは求めていないようである。そうした中でも、3人に

1人が学校教育にフェアトレードを取り入れるよう求めていることは注目される。 

フェアトレードへの政府や自治体の関わり方 
全 体 男 女 

315人 ％ 144人 ％ 171人 ％ 

1. 関わる必要はない 31 9.8 23 16.0 8 4.7 

2．フェアトレード普及のための広報 145 46.0 69 47.9 76 44.4 

3. フェアトレードに関するイベントの後援・共催 140 44.4 53 36.8 87 50.9 

4. フェアトレード製品の購入 107 34.0 47 32.6 60 35.1 

5. 学校教育へのフェアトレードの取り入れ 107 34.0 34 23.6 73 42.7 

6. フェアトレード普及のための政策、法律・条例の策定 26 8.3 13 9.0 13 7.6 

7. その他 4 1.3 4 2.8 - - 

計     (右側は、１を除いた一人あたりの回答数） 560 1.68 243 1.53 317 1.81 

男女別に見ると、男性は、①広報、②イベントの後援・共催、③フェアトレードの製品の購入の順に

多く、関わる必要はないとする回答も16％と多かった。一方女性は、関わる必要はないとする回答は5％

と少なく、関わり方としても、①イベントの後援・共催、②広報、③学校教育への取り入れの順に多く、
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男性よりも政府・自治体に対して積極的な関わりを求めていることが分かる。それは一人あたりの回答

数にも表れている。なお、年代別では目立った違いがなかった。 

 

９．フェアトレードはどのような効果を上げているか 

今回の調査では、フェアトレードを認知している人を対象に、フェアトレードがどのような効果を上

げていると思うかを初めて尋ねた。効果を上げていると思う場合は、11の選択肢の中から効果が高いと

思う順に最大５つまで選んでもらった。その結果が次の表である。 

表を見ると、フェアトレードの効果を認める人の間では、「途上国の生産者や労働者の収入が増える」

という効果を挙げた人が、一位選択でも、五位までの選択数を加重平均した総合ポイントでも、群を抜

いて多かった。それはフェアトレードが第一の目的としていることだけに、順当と言える。次いで総合

ポイントが高い順に、②先進国の私達が格差や貧困の問題に関心を持つようになる、③途上国の人々の

教育や衛生状態が改善する、④途上国の児童労働がなくなる、⑤途上国の人々が自尊心を持てるように

なる、⑥途上国の環境問題が改善する、という回答が多かった。 

フェアトレードの効果 

全 体 男 女 10代 20代 30代 40代 50代 60代 

一位 二位 三位 四位 五位 ポイ

ント 

ポイ

ント 

ポイ

ント 

ポイ

ント 

ポイ

ント 

ポイ

ント 

ポイ

ント 

ポイ

ント 

ポイ

ント 選択数 選択数 選択数 選択数 選択数 

途上国の生産者や労働者の 

収入が増える 
129 38 27 23 16 59.7 53.5 64.9 51.1 58.9 65.4 61.7 63.6 50.5 

途上国の人々の教育や衛生 

状態が改善する 
11 67 24 30 26 30.5 30.8 30.3 24.4 25.8 32.9 28.6 32.7 34.2 

途上国の児童労働がなくなる 12 26 41 30 22 23.4 24.4 22.6 28.1 30.5 24.3 21.1 21.8 19.6 

途上国の人々が自尊心を持て

るようになる 
14 34 24 20 26 21.8 19.9 23.5 14.8 17.9 20.6 27.7 23.6 20.4 

途上国の環境問題が改善する 12 14 34 32 18 19.0 18.8 19.3 22.2 19.5 13.4 21.7 14.9 25.1 

途上国の人々と先進国の私達

の間に信頼関係が生まれる 
6 13 29 23 31 15.6 14.0 17.0 18.5 14.2 12.9 12.0 14.9 24.0 

先進国の私達が格差や貧困の

問題に関心を持つようになる 
31 34 44 35 34 33.5 27.9 38.1 36.3 34.7 30.0 31.7 36.4 34.2 

先進国の私達がライフスタイ

ルを見直すきっかけになる 
7 16 24 18 27 14.9 14.4 15.2 14.8 21.1 15.7 10.6 9.5 20.4 

先進国内の社会経済を公正化・

活性化する活動が盛んになる 
5 14 9 15 20 10.0 9.9 10.2 11.1 11.1 8.3 10.0 12.0 9.1 

世界の貿易が公正なものに変

わる 
12 10 9 18 10 11.0 12.9 9.4 28.1 16.3 11.1 6.0 10.5 5.5 

その他の効果 1 1 1 1 2 1.0 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 4.3 0.4 0.0 

効果を上げていない 31     9.8% 16.0% 4.7% 7.4% 15.8% 12.9% 7.1% 7.3% 9.1% 

あまり効果を上げていない 44     14.0% 12.5% 15.2% 7.4% 5.3% 12.9% 17.1% 20.0% 14.5% 

注） ポイントについて 

一位から五位までの回答を加重平均した値。計算式は、（一位選択数×5＋二位選択数×4＋三位選択数×3＋四位選択数×2＋五

位選択数×1）／回答者数／5 ×100。最大値は100、最小値は0となる。 

注）「効果を上げていない／あまり 効果を上げていない」の選択肢で表示した％について 

ここでの％は、その選択肢を選んだ回答者が、それぞれのグループの回答者全体に占める割合を表している。 

その一方で、自分たちの生活や社会経済のあり方を変えたり（「先進国の私達がライフスタイルを見直

すきっかけになる」や「先進国内の社会経済を公正化・活性化する活動が盛んになる」）、既存の貿易の

あり方を変えたり（「世界の貿易が公正なものに変わる」）、といった効果を挙げる人は少なかった。 

男女別では、「先進国の私達が格差や貧困の問題に関心を持つようになる」という効果を挙げた人が男
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性よりも女性に多いのが目立った。一方男性では、「効果を上げていない」と答えた人がずっと多く、女

性よりもフェアトレードの効果に懐疑的であることを示唆している。 

年代別では、10代で「世界の貿易が公正なものに変わる」を挙げた人が他の年代よりも際立って多く、

同年代の問題である「途上国の児童労働がなくなる」という効果を挙げた人も多かった。20代は「効果

を上げていない」とする人が全世代の中で最も多い一方で、「先進国の私達がライフスタイルを見直すき

っかけになる」が多世代よりも多かった。その他の世代は、60代で「途上国の人々と先進国の私達の間

に信頼関係が生まれる」を挙げた人が際立って多いほかは、目立った特徴はなかった。全体として、10

代と20代の若い世代では、「世界の貿易が公正なものに変わる」や「先進国の私達がライフスタイルを

見直す」といった、現状を「変革」する効果への期待が大きいと言うことができる。 

最後に、一位選択で「効果を上げていない」および「あまり効果を上げていない」と挙げた人が23.8％

いたことは、フェアトレードを認知している人でも、4人に1人はフェアトレードの効果について懐疑

的な見方をしていることは留意すべき点である。 

 

10．フェアトレード製品／産品の購入経験 

フェアトレードの認知者（315人）には、フェアトレード製品／産品を買ったことがあるかどうか、

購入経験を尋ねた。その結果が次の表で、認知者の中で実際にフェアトレード製品／産品を購入したこ

とのある人の割合は42.2％だった（133人）。まだ半数に届いてはいないものの、前回の35.5％から6.7

㌽増えており、3年前よりも多くの人が購買行動に出ていること、すなわち認知が購入につながってい

ることが明らかになった。 

購入経験は男女ともに増え、フェアトレードを認知する女性ではほぼ半分（49.7％）、男性でも3分

の1（33.3%）が購入するようになっている。特に、女性の購買者が3年前（67人）より実数で27％増

えたのに対して、男性は3年前（31人）に比べて55％も増えており、男性による購買の積極化が顕著

と言える。 

フェアトレード製品の購入経験 

（％は購入経験者に占める割合） 

全 体 男 女 

今回 前回 今回 前回 今回 前回 

人数 ％ ％ 人数 ％ ％ 人数 ％ ％ 

買
っ
た
こ
と
が
な
い 

見たことも、買ったこともない 100 31.7 33.3 60 41.7 41.0 40 23.4 27.3 

見たことはあるが、買ったことはない  70 22.2 26.4 33 22.9 27.0 37 21.6 26.0 

買ったことはないが、もらったことはある 12 3.8 4.7 3 2.1 6.6 9 5.3 3.2 

計 182 57.8 64.5 96 66.7 74.6 86 50.3 56.5 

買 

っ 

た 

こ 

と 

が 

あ 

る 

1回だけ試しに買ったことがある 51 16.2 15.6 18 12.5 10.7 33 19.3 19.5 

年に1回の割合で買っている 27 8.6 4.3 9 6.3 2.5 18 10.5 5.8 

半年に1回の割合で買っている 17 5.4 4.7 6 4.2 4.1 11 6.4 5.2 

3か月に1回の割合で買っている 18 5.7 4.3 8 5.6 4.1 10 5.8 4.5 

月に1回の割合で買っている 10 3.2 1.4 3 2.1 0.0 7 4.1 2.6 

月に2～3回の割合で買っている 3 1.0 0.0 2 1.4 0.0 1 0.6 0.0 

毎週買っている 2 0.6 1.1 0 0.0 0.8 2 1.2 1.3 

その他 5 1.6 4.0 2 1.4 3.3 3 1.8 4.5 

計 133 42.2 35.5 48 33.3 25.4 85 49.7 43.5 
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調査対象者全体に占める購入経験者の割合は12.4％（8人に1人）で、この割合も前回の9.1％（11

人に1人）から上昇した。 

さらに、「試し買い」や「その他（時々、不定期、たまたま等）」が前回と比べて横ばいか減っている

のに対して、毎週から年1回まで「定期的」に買う人（表中の薄い網掛け部分）も購入経験者のうちの

57.9％と、前回の44.9％から増えていて、フェアトレード製品／産品の購入が以前よりも定期化、慣習

化していることを示している。 

年代別では若い世代での購入が増えた（10代が27.3％から44.4％、20代が25.6％から36.8％へ）。

地域別では北海道・東北地方と関東地方で購入経験が多く、中部地方と近畿地方で少なかった。 

 

11．フェアトレード製品／産品を購入した理由 

次に、フェアトレード製品／産品を購入したことがある133名に対して、購入した理由を尋ねたとこ

ろ、次の表のような結果が得られた（複数選択可）。 

全体としては、①製品／産品が魅力的だったから、②貧困の削減、国際協力に役立つと思ったから、

③価格が手ごろだったから、④生産者・労働者の権利を守ることにつながると思ったから および よく

行く店に置かれているから、の順に多かった。これに対して3年前は、①貧困の削減、国際協力に役立

つ、②製品／産品の魅力、③生産者・労働者の権利を守る、④価格、の順だった。 

フェアトレード製品を 

購入した理由 

全 体 
言葉は知っ

ている 

多少知って

いる 

よく知ってい

る 
男 女 

133 ％ 14 ％ 84 ％ 35 ％ 48 ％ 85 ％ 

製品／産品が魅力的だったから 70 52.6 3 21.4 48 57.1 19 54.3 21 43.8 49 57.6 

好きなメーカー・ブランドだから 14 10.5 6 42.9 5 6.0 3 8.6 3 6.3 11 12.9 

よく行く店に置かれていたから 31 23.3 4 28.6 19 22.6 8 22.9 9 18.8 22 25.9 

価格が手ごろだったから 35 26.3 6 42.9 22 26.2 7 20.0 16 33.3 19 22.4 

贈り物にしたいと思ったから 8 6.0 - - 4 4.8 4 11.4 4 8.3 4 4.7 

店員に薦められたから 2 1.5 - - - - 2 5.7 1 2.1 1 1.2 

友人/知人、家族に薦められたから 11 8.3 1 7.1 4 4.8 6 17.1 3 6.3 8 9.4 

メディアに取り上げられていたから 8 6.0 1 7.1 3 3.6 4 11.4 5 10.4 3 3.5 

貧困の削減、国際協力に役立つと 

思ったから 
51 38.3 2 14.3 30 35.7 19 54.3 17 35.4 34 40.0 

生産者・労働者の権利を守ることに 

つながると思ったから 
31 23.3 3 21.4 15 17.9 13 37.1 8 16.7 23 27.1 

児童労働をなくすことにつながると 

思ったから 
19 14.3 - - 9 10.7 10 28.6 8 16.7 11 12.9 

環境の保護に役立つと思ったから 18 13.5 - - 8 9.5 10 28.6 6 12.5 12 14.1 

自分の健康に良いと思ったから 12 9.0 1 7.1 5 6.0 6 17.1 4 8.3 8 9.4 

自分が幸せな気持ちになれるから 8 6.0 - - 2 2.4 6 17.1 3 6.3 5 5.9 

その他 2 1.5 1 7.1 1 1.2 - - 2 4.2 - - 

計 (右側は一人あたりの回答数) 320 2.41 28 2.00 175 2.08 117 3.34 110 2.29 210 2.47 
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3年前と今回を比較すると、「製品／産品の魅力」と「価格」が購入理由として順位を上げ、逆に「貧

困の削減、国際協力に役立つ」と「生産者・労働者の権利を守る」が順位を下げている点が特筆される。 

フェアトレードの認知度別でも、「多少知っている層」と「よく知っている層」で、「貧困の削減、国

際協力に役立つ」が 3 年前よりも減少し、「製品／産品の魅力」が増えた。その傾向は多くの年代層で

も見られた。 

なお、男女別では、3位に男性は「価格が手ごろだったから」が、女性は「生産者や労働者の権利を

守ることにつながると思ったから」が入っていて、男性の方が価格を重視し、女性の方が途上国や生産

者への影響を重視しているという違いが見られた（3年前もほぼ同じ結果）。以上を総合すると、フェア

トレード製品を購入する理由は、3年の間に、フェアトレード本来の目的に沿った「貧困の削減、国際

協力に役立つ」や「生産者・労働者の権利を守る」から、「製品／産品の魅力」や「価格」へとシフト

していることが大きな特徴として挙げることができる。その背景としては、フェアトレード団体自体が

「製品／産品の魅力」の向上に力を入れている（主義主張よりも魅力で消費者の心をつかむ）こと、景

気や収入の停滞で消費者が価格に敏感になっていることなどが考えられる。 

 

12．購入したことがあるフェアトレード製品／産品 

フェアトレード製品／産品を買ったことがある人133人に、何を買ったことがあるかを尋ねた結果が

次の表である（複数選択可）。 

全体としては、①コーヒー、②チョコレートが群を抜いて多く、次いで③紅茶／ハーブティー、④服

飾雑貨／アクセサリー、④手工芸品が多かった。大まかな傾向としては3年前の調査と変わりなかった。

その他の品目には砂糖や花があった。 

年代別では、データが少ないものの、60代を除いては、①コーヒー、②チョコレートを買った人が多

かった（60代のみ2位が服飾雑貨／アクセサリー）。 

購入したことがある 

フェアトレード製品 

全 体 男 女 

133人 ％ 48人 ％ 85人 ％ 

コーヒー 74 55.6 33 68.8 41 48.2 

紅茶／ハーブティー 21 15.8 5 10.4 16 18.8 

ジュース 2 1.5 1 2.1 1 1.2 

ワイン 3 2.3 3 6.3 - - 

チョコレート 44 33.1 8 16.7 36 42.4 

クッキー／菓子 8 6.0 2 4.2 6 7.1 

バナナ 9 6.8 2 4.2 7 8.2 

ドライフルーツ 9 6.8 4 8.3 5 5.9 

カレー／香辛料 8 6.0 3 6.3 5 5.9 

衣類 9 6.8 4 8.3 5 5.9 

服飾雑貨／アクセサリー 20 15.0 6 12.5 14 16.5 

手工芸品 20 15.0 3 6.3 17 20.0 

雑貨 （キッチン用品、バス用品、カード等） 11 8.3 5 10.4 6 7.1 

化粧品 3 2.3 - - 3 3.5 

その他 5 3.8 2 4.2 3 3.5 

  計   (右側は一人あたりの回答数） 246 1.85 81 1.69 165 1.94 

男女別では、3年前と比べて、チョコレートを挙げた男性が 9.7％（4位）から今回は 16.7％（2位）
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に増えていて、この3年間でフェアトレード・チョコレートが男性に間にも浸透してきたことが窺える。

また、一人あたりの回答数も、前回が男性 1.58、女性 2.40 だったのと比較すると男女差が縮まり、こ

こでも男性によるフェアトレード製品購入の積極化が見られた。 

 

13．フェアトレード製品／産品を買ったことがある場所 

購入経験者 133 人に、フェアトレード製品／産品を買った場所を尋ねた結果は次の表の通りだった。

全体としては、①有機食品／製品店、②スーパー、③インターネット通販、④自然食品／製品店、⑤フ

ェアトレードショップの順に多かった。 

前回の調査では、①有機食品店/製品店、②フェアトレードショップ、③カフェ／レストラン、④スー

パー、⑤インターネット通販 および 生協の順に多かった。それと比較すると、この3年の間に、スー

パー（4位 → 2位）やインターネット通販（5位 → 3位）、自然食品／製品店（9位 → 4位）の順位

が上がり、逆にフェアトレードショップ（2位 → 5位）やカフェ／レストラン（3位 → 7位）、生協

（5位 → 11位）の順位が下がった。 

大きな特徴は、フェアトレードショップでの購入が減って、スーパーやインターネットでの購入が増

えていることである。それは、専門ショップまでわざわざ足を運ばなくても、より身近な所でフェアト

レード製品が購入できるようになったためと思われる。同じ身近な場所であるコンビニが少ないのは、

フェアトレード製品／産品を扱っているコンビニそのものが少ないからであろう。カフェ／レストラン

が減少した理由は定かでないが、外食そのものが減少傾向にあることが背景にあるとも考えられる。 

フェアトレード製品の購入場所 
全 体 男 女 

133人 ％ 48人 ％ 85人 ％ 

フェアトレードショップ 17 12.8 5 10.4 12 14.1 

有機（オーガニック）食品／製品店 31 23.3 11 22.9 20 23.5 

自然食品／製品店 19 14.3 8 16.7 11 12.9 

健康食品／製品店 5 3.8 1 2.1 4 4.7 

エスニックショップ （アジア雑貨品店など） 12 9.0 5 10.4 7 8.2 

スーパー 29 21.8 10 20.8 19 22.4 

コンビニ 3 2.3 2 4.2 1 1.2 

デパート 13 9.8 5 10.4 8 9.4 

生協 7 5.3 2 4.2 5 5.9 

その他の商店 16 12.0 6 12.5 10 11.8 

カフェ／レストラン等 （そこでの飲食を含む） 15 11.3 5 10.4 10 11.8 

勤務先の売店／食堂／カフェテリア等 - - - - - - 

学校／大学 4 3.0 2 4.2 2 2.4 

イベント会場 8 6.0 1 2.1 7 8.2 

インターネット通販 21 15.8 7 14.6 14 16.5 

カタログ通販 5 3.8 1 2.1 4 4.7 

自動販売機 - - - - - - 

その他 3 2.3 1 2.1 2 2.4 

計    (右側は一人あたりの回答数） 208 1.56 72 1.50 136 1.60 

男女別では、3 番目に多い購入場所が、男性は自然食品／製品店、女性がインターネット通販（4 番

目はその逆）という違いがあった。特に3年前は、自然食品／製品店で買ったことがあるという男性が
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一人もいなかったのに対して今回は16.7％（8人）もいたこと、生協で買ったことがある女性が19.4％

いたのに対して今回は 5.9％へと減ったことが特徴的である。男性は、前回ゼロだったエスニックショ

ップや健康食品／製品店でも購入していて、購入先が多様化している。 

そのほか、前回1人しかいなかった大学が4人に増え、大学でのフェアトレードの広がりが感じられ

る。その一方で、勤務先は前回が1人、今回はゼロで、依然として職場での広がりに欠けている。 

 

14．フェアトレード製品／産品の購入額 

フェアトレード製品を購入したことがある人（133人）には、フェアトレード製品／産品の購入に年

間いくらぐらい支出しているかを尋ねた。その結果が次の表である。 

全体としては、①500～1000円未満、②1000～2000円未満、③2000～3000円未満の順に多かった。

3年前との大きな違いは、一番上（2万円以上）と一番下（500円未満）の層が減って、中から上（2000

円から2万円未満）の層が増えたことである。 

最も回答者数が多い価格帯（500～1000 円未満）、および中央値が属する価格帯（全員を最も購入額

が多い人から順に並べた時に真ん中の人が属する価格帯のことで、1000～2000円未満がそれにあたる）

は3年前と同じで、今回も1000円前後が標準的な年間購入額と言える。 

購入経験者一人あたり加重平均年間購入額は 2,800円で、3年前より 300円ほど下がった。それは 2

万円以上の「高額購入者」がゼロになった影響が大きい（2 万円以上の購入者を除いて 2012 年の加重

平均年間購入額を計算すると2,100円となる）。 

フェアトレード製品の 

年間購入額 

2015年 2012年 

全体 ％ 男 ％ 女 ％ 全体 ％ 男 ％ 女 ％ 

500円未満 17 12.8 8 16.7 9 10.6 16 16.3 6 19.4 10 14.9 

500円～1,000円未満 42 31.6 17 35.4 25 29.4 30 30.6 7 22.6 23 34.3 

1,000円～2,000円未満 23 17.3 6 12.5 17 20.0 18 18.4 6 19.4 12 17.9 

2,000円～3,000円未満 20 15.0 7 14.6 13 15.3 13 13.3 5 16.1 8 11.9 

3,000円～5,000円未満 12 9.0 4 8.3 8 9.4 8 8.2 1 3.2 7 10.4 

5,000円～1万円未満 11 8.3 5 10.4 6 7.1 7 7.1 5 16.1 2 3.0 

1万円～2万円未満 8 6.0 1 2.1 7 8.2 2 2.0 - - 2 3.0 

2万円以上 - - - - - - 4 4.1 1 3.2 3 4.5 

加重平均購入額 2,800円 2,300円 3,100円 3,100円 3,100円 3,100円 

注）加重平均購入額は、各購入額帯の中央値（例えば500円未満なら250円、500円～1000円未満なら750円）を、

また2万円以上は2万5千円を用いて計算した。 

男女別では、3年前に比べて男性の購入額が減少した。これは、新たに購入を始めた人が男性に多く、

最初は少額の購入からスタートすることが影響していると考えられる。 

年代別の分析結果はここに示していないものの、30代から50代にかけて購入額が減少したのに対し

て、10代と20代の購入額がほぼ倍増したこと（10代の加重平均購入額が年800円から1800円に、20

代が年900円から1600円に）が特徴的である。 

 

15．フェアトレード製品／産品を購入しない理由 

フェアトレードを認知していながらフェアトレード製品／産品を購入したことのない人が半数以上い

る（57.8％）ことを先に見た。その人たちに対して、なぜ買ったことがないのか、理由を尋ねた結果が

次の表である（複数選択可）。 
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購入したことがない理由は様々だが、多かったのは、①どこで売っているのか分からない、②どれが

フェアトレード製品／産品なのか区別がつかない、③売っている店が近くにない、という理由が30％台

で多かった。それは3年前と同じで、フェアトレード製品／産品やフェアトレードそのものについての

情報が足りず、身近なところで売っていないことが、引き続き購入に結びかない大きな要因となってい

る。 

フェアトレード製品／産品の「値段が高いから」という理由、および「品質に不安があるから」とい

う理由は前回より大きく減少した（実数でも％でも）。また、「本当に国際貢献になるのかどうか分から

ないから」という理由、および「フェアトレードに賛同できないから」という理由が減少したことは、

フェアトレードに対する懐疑的ないし否定的な見方が少なくなったことを示している。 

その一方で、「魅力がないから」という理由は前回と同水準で、購入を促すにはフェアトレード製品／

産品をより魅力的にする必要があろう。またこの表にはないが、フェアトレードを見聞きしたことしか

ない人では「フェアトレードのことをよく知らないから」という理由が最も多かったことは、フェアト

レードについて理解を深めてもらうことが購入の促進に必要なことを示している。 

さらに、先の質問で、フェアトレードが「効果を上げていない」ないし「あまり効果を上げていない」

と答えた75人のうち、3分の2にあたる50人に購入経験がなかった。それは、フェアトレードが効果

を上げていることを明示できれば、認知者の購入意欲を高めうることを物語っている。 

男女別では、男性で「どれがフェアトレード製品／産品か区別がつかない」という理由を挙げた人が

多いのに対し、女性では「売っている店が近くにない」という利便性や値段を理由に挙げた人が多かっ

た。これは前回の調査時と同じだった。 

フェアトレード製品を 

買ったことがない理由 

2015年 2012年 

全体 ％ 男 ％ 女 ％ 全体 ％ 男 ％ 女 ％ 

フェアトレードのことをよく知らない

から 
35 19.2 20 20.8 15 17.4 33 18.5 17 18.7 16 18.4 

どれがフェアトレード製品／産品な

のか区別がつかないから 
62 34.1 40 41.7 22 25.6 67 37.6 40 44.0 27 31.0 

どこでフェアトレード製品／産品を売

っているのか分からないから 
62 34.1 24 25.0 38 44.2 68 38.2 34 37.4 34 39.1 

フェアトレード製品／産品を売って

いる店が近くにないから 
55 30.2 23 24.0 32 37.2 57 32.0 26 28.6 31 35.6 

フェアトレード製品／産品が魅力的

でないから 
20 11.0 9 9.4 11 12.8 20 11.2 9 9.9 11 12.6 

値段が高いから 22 12.1 7 7.3 15 17.4 33 18.5 13 14.3 20 23.0 

品質に不安があるから 3 1.6 1 1.0 2 2.3 8 4.5 1 1.1 7 8.0 

本当に国際貢献になるのかどうか

分からないから 
15 8.2 8 8.3 7 8.1 21 11.8 11 12.1 10 11.5 

フェアトレードそのものに賛同でき

ないから 
            2 1.1 - - 2 2.3 

その他 7 3.8 4 4.2 3 3.5 6 3.4 4 4.4 2 2.3 

 

16．価格差による購入意欲の違い 

フェアトレードを認知していながらフェアトレード製品／産品を購入したことのない人（182人）に

対して、同等品との価格差がどの程度であれば購入しようと思うかを尋ねた結果が次の表である。前回

の調査では、食品と衣料・雑貨に分けて聞いたが、両者の間にほとんど違いがなかったため、今回は分

けずに聞いた。なお、前回の調査結果は食品についてのみ掲示している。 

この表を見ると、全体としては「同価格なら」という回答がほぼ半数と最も多く、価格差が大きくな
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るほど回答は減った。「同価格」と「10％以内なら」の二つの回答で全体の85％を占めていて、それを

含め、3年前の調査とほぼ同一の結果だった。 

価格差による購入意欲 
2015年 2012年 

全体 ％ 男 ％ 女 ％ 全体 ％ 男 ％ 女 ％ 

同価格なら買おうと思う 90 49.5 55 57.3 35 40.7 88 49.4 38 41.8 50 57.5 

10％以内なら買おうと思う 64 35.2 25 26.0 39 45.3 61 34.3 36 39.6 25 28.7 

20％以内なら買おうと思う 15 8.2 7 7.3 8 9.3 24 13.5 15 16.5 9 10.3 

30％以内なら買おうと思う 7 3.8 5 5.2 2 2.3 2 1.1 1 1.1 1 1.1 

50％以内なら買おうと思う 3 1.6 1 1.0 2 2.3 2 1.1 - - 2 2.3 

2倍以内なら買おうと思う             - - - - - - 

その他 3 1.6 3 3.1     1 0.6 1 1.1 - - 

ただ、男女別では違いが見られた。「同価格なら」という人が今回は男性に多く、前回から逆転した。

「10％以内なら」および「20％以内なら」では逆に女性の方が多くなった。3年前よりも男性が価格に

シビアになる一方、女性は価格差へのこだわりが薄らいだようで、社会や環境に良いものには多少多く

払っても良いと考える女性が増えていることが窺える。 

年代別では、サンプルが少ないものの、10 代で「同価格」と答えた人が 13％と際立って少なく（前

回の 63％からも激減）、フェアトレードの産品／製品には多く払って当たり前という考えが広がってい

るように思われる。 

 

17．途上国の発展に寄与する有効な手段 

国際協力には様々な手段がある。そこで、調査対象者全員を対象に、途上国の自立的、持続的な発展

に寄与する様々な手段の有効性を尋ねた。フェアトレード、先進国政府による援助（ODA）、国際機関

による援助、NGOによる援助、企業活動の 5つについて、有効、やや有効、あまり有効ではない、有

効ではない、の評価をしてもらった結果が次の表である。各列の左側に今回の調査結果、右側に前回2012

年の調査結果を示している。 

まず、「有効」とする回答では、①国際機関による援助、②先進国政府による援助（ODA）、③企業活

動、④NGO による援助、⑤フェアトレード、の順に有効という答えが多かった。総合ポイントでは、

企業活動がODAよりも上位に来た。それは前回の調査でも全く同じだった。 

前回の調査と比べて顕著なのは、全ての手段について有効性の評価が下がっているということである。

それは、国際協力全般に対する市民の信頼ないし期待が低下していることを物語っている。それはまた、

市民が国内問題を重視する「内向き」になっていることを示しているとも言える。 

もう一つの特徴は、有効性評価の低下の度合いが、評価の高さにほぼ反比例していることである。つ

まり、評価が高かった国際機関や企業活動の評価ポイントが前回よりも大きく下がる（それぞれ－4.4

と－4.7）一方、評価が低かったフェアトレードは評価ポイントの下がり方が最小（－1.6）で、評価が

中間だったNGOは評価の下がり具合も中程度（－3.8）にとどまっているのだ。その結果、5つの手段

に対する評価の差は前回よりも縮小して、すべて 60 ポイント台となった。また、フェアトレードへの

評価の下落率が最も低かったことは、他の手段との比較において、3 年前よりも相対的には評価が上が

ったことを意味している。 

男女別では、全ての手段に対して男性の評価の方が厳しく、国際協力に対して女性よりも懐疑的であ

ることを示している。これは3年前の調査でも同じだった。手段別に見ると、総合ポイントで、男性が

最も有効な手段を「企業活動」、次いで「国際機関」としているのに対して、女性は「国際機関」を最も

有効と考え、次いで「先進国政府」を有効と見なしているという違いがある。 
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途上国の発展に寄与する 

有効な手段 

有 効 やや有効 
あまり有効 

でない 
有効でない ポイント 

2015 前回 2015 前回 2015 前回 2015 前回 2015 前回 

フェアトレード 16.2  18.7  57.7  57.0  21.0  19.7  5.1  4.6  61.6  63.2  

先進国政府による援助・協力 22.2  26.8  57.2  53.5  16.5  15.6  4.0  4.1  65.9  67.7  

国際機関による援助・協力 25.7  33.0  54.8  53.0  15.9  10.8  3.6  3.3  67.5  71.9  

NGO （市民団体） による援助・協力 18.9  23.6  56.9  58.3  19.4  14.0  4.8  4.1  63.3  67.1  

企業活動 （投資、生産、技術移転等） 21.6  31.0  60.0  54.7  15.1  11.2  3.3  3.0  66.6  71.3  

注）ポイント＝（有効×3 +やや有効位×2 +あまり有効でない×1）÷1076÷3×100 

前回の調査結果と比較すると、男性では「先進国政府」が「NGO」と入れ替わって 3 番目に有効な

手段と評価され、女性では「先進国政府」が「企業活動」と入れ替わって2番目に有効な手段と評価さ

れた。その結果、全体的に評価が下がる中で、民間（NPO や企業）の役割よりも公的機関（国際機関

や先進国政府）の役割への評価が相対的に高まった。 

途上国の発展に寄与する 

有効な手段 （男女別） 

有効 やや有効 
あまり有効 

でない 
有効でない ポイント 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 

フェアトレード 15.3  17.1  52.3  63.1  25.7  16.3  6.7  3.5  58.7  64.6  

先進国政府による援助・協力 18.6  25.8  54.0  60.5  22.0  11.1  5.4  2.6  61.9  69.8  

国際機関による援助・協力 22.3  28.9  51.2  58.4  21.2  10.6  5.2  2.0  63.6  71.4  

NGO （市民団体） による援助・協力 16.9  20.8  51.0  62.7  25.0  13.9  7.1  2.6  59.3  67.2  

企業活動 （投資、生産、技術移転等） 19.9  23.2  57.0  63.1  18.6  11.5  4.5  2.2  64.1  69.1  

上記の分析は、フェアトレードという言葉を聞いたこともない人や、フェアトレードの意味を誤解し

ている人を含めた分析である。そのため、フェアトレードが最も低い評価を受けるのはある意味当然で

ある。そこで、フェアトレードを認知している315人に限って有効性評価を分析したのが次の表である。 

これを見ると、「有効」とする回答で 3 番目に、総合ポイントでは 2 番目にフェアトレードが入って

いる。つまり、フェアトレードを認知している人たちは、先進国政府やNGOよりもフェアトレードの

方が有効であると見なしているわけで、それは前回の調査でも同様だった。一方で、認知者の間でも、

全ての援助・協力手段への有効性評価が前回を下回り、フェアトレードも例外でないのは注目される。 

途上国の発展に寄与する 

有効な手段 

（対象：フェアトレード認知者） 

有 効 やや有効 
あまり有効 

でない 
有効でない ポイント 

2015 前回 2015 前回 2015 前回 2015 前回 2015 前回 

フェアトレード 27.9 33.7 61.9 56.5 9.2 9.8 1.0 0.0 72.3 74.6 

先進国政府による援助・協力 26.7 28.3 57.5 51.1 13.3 16.7 2.5 4.0 69.4 67.9 

国際機関による援助・協力 30.8 36.2 56.2 50.7 10.8 10.1 2.2 2.9 71.9 73.4 

NGO （市民団体） による援助・協力 23.2 28.6 61.3 58.3 12.7 9.8 2.9 3.3 68.3 70.8 

企業活動 （投資、生産、技術移転等） 28.9 37.3 61.0 54.0 8.6 7.6 1.6 1.1 72.4 75.8 

 

18．途上国の貧困問題を解決するために有効な方法 

調査対象者全員を対象に、途上国の貧困問題を解決するにはどのような方法が有効と思うかを尋ねた。

13の選択肢の中から有効と思う順に五つ選んでもらった結果が次の表である。 

貧困問題解決に有効とされた方法は、総合ポイントで、①教育／研修の提供、②技術の提供、③食料・

生活必需品の供与、④紛争の解決／予防、⑤公正な価格／賃金の支払い、⑥人権の擁護／確率、の順だ
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った。前回と同様、教育／研修や技術の提供が強く支持されている。上位4手法までは前回と同じ順位

だったが、今回は5番目にフェアトレードが重視する「公正な価格／賃金の支払い」が入って（前回は

7番目）、その分「人権」が順位を一つ下げた。 

一位選択では「食料・生活必需品の供与」が最も多かったが、教育／研修や技術の提供を一位に選ん

だ人たちからの支持が二位以降で少なく、総合ポイントでは 3 番目となった。それは、「魚を与えるの

ではなく、魚釣りを教える」方が良いと考える人たちが全体としては多いことを物語っている。また、

有償と無償を合わせた資金の提供は、実数で前回の2倍近くに増えたものの（特に無償資金供与は一位

選択の順位が前回の 8 番目から 5 番目へと＂躍進″）、貧困問題の解決に有効な方法としての認識はな

お低い状態にある。 

途上国の貧困問の題解決に 

有効な方法 
一位   ％ 二位 三位 四位 五位 ポイント 

2012 

ポイント 

食糧や生活必需品の供与 260 24.2  83 81 71 100 39.3  41.9 

有償 （返済を求める） 資金の提供 36 3.3  78 30 41 47 13.2  11.5 

無償 （返済を求めない） 資金の提供 64 5.9  89 83 67 61 20.8  17.7 

技術の提供 125 11.6  211 151 146 106 43.1  45.9 

教育／研修の提供 234 21.7  199 188 140 94 54.0  53.5 

公正な価格／賃金の支払い 54 5.0  87 121 113 134 24.9  20.0 

途上国に不利な貿易の仕組みの改革 35 3.3  56 104 111 104 19.3  14.8 

自由な貿易の推進 12 1.1  18 39 53 67 7.8  6.1 

腐敗や汚職の根絶 54 5.0  65 83 97 92 19.8  20.4 

人権の擁護／確立 53 4.9  94 105 115 123 24.3  27.8 

債務の軽減／帳消し 5 0.5  9 4 11 18 2.1  2.5 

紛争の解決／予防 138 12.8  81 81 104 121 29.5  35.7 

その他 6 0.6  6 6 7 9 1.8  2.4 

フェアトレードが目指す「途上国の不利な貿易の仕組みの改革」は、前回からの総合ポイントの上昇

率が最も高かった（30％増）。「公正な価格／賃金の支払い」が総合ポイントで5番目に浮上したのと相

まって、フェアトレードの手法による貧困問題解決への支持が広まっていると見ることができよう（他

方で、自由貿易の推進も総合ポイントが28％増と二番目に高い上昇率を示していて、貿易に対する市民

の姿勢は二極化の様相を呈している）。 

 

19．途上国の貧困問題解決のために貢献したいと思う方法 

調査対象者全員を対象に、途上国の貧困問題の解決のために、回答者自身がどのような方法で貢献し

たいかを尋ねた。10の選択肢から優先度の高い順に五つを選んでもらった結果が次の表である。 

まず、総合ポイントでは、①国際協力団体に寄付をする、②途上国の製品／産品を積極的に買う、③

食糧や物資を送る、④途上国の現状をまわりの人に伝え問題意識を持ってもらう、⑤国際協力団体でボ

ランティアをする、⑥日本の企業に働きかける、の順に多かった（一位選択では、⑥に日本の政府・議

員に働きかけるが入った）。その中でも、「国際協力団体に寄付」と「途上国製品／産品の購入」は、そ

れぞれ200人以上が一位に選んでいて、最もポピュラーな貢献方法となっている（その二つの間の差は、

3年の間に大幅に縮まっている）。 

前回の調査では三位までの選択だったので単純な比較はできないが、前回とは⑤と⑥の順位が逆だっ

たほかは大きな変化がなかった。フェアトレード的な「途上国の製品／産品を積極的に買う」は、買い

物をすることで国際協力ができる手軽さもあってか、引き続き多くの人に選ばれているようである。 
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男女別では、男性が2番目に「食料や物資を送る」を選んでいるのに対して、女性は「途上国の製品

／産品を積極的に買う」を2番目に選んでいて、ここでも女性の方がフェアトレード的な買い物に熱心

であることが明らかである。 

以上とは別に、フェアトレードを認知していない人（762人）の回答を分析すると、そのうちの16％

にあたる 120 人が一位選択に「途上国の製品／産品を積極的に買う」を挙げていた（「国際協力団体に

寄付」に次いで 2 番目に多い）。それは、フェアトレードを知らない人の間でも、フェアトレード的手

法への潜在的な支持があることを示している。 

途上国の貧困問題解決に貢献したい方法 一位  ％ 二位 三位 四位 五位 ポイント 
男性 

ポイント 

女性 

ポイント 

国際協力団体に寄付をする 318 29.6  173 102 93 108 43.2 45.2  41.6  

国際協力団体を通して食糧や物資を送る 137 12.7  263 168 124 118 32.9 34.0  34.4  

国際協力団体でボランティアをする （国内） 67 6.2  98 164 117 93 15.9 14.9  19.9  

途上国の現地に行ってボランティアをする 54 5.0  57 70 103 76 11.7 9.0  12.4  

貧しい子どもの里親になる 31 2.9  28 51 54 83 6.3 6.3  6.1  

途上国の現状をまわりの人に伝え、問題意識

を持ってもらう 
117 10.9  114 161 166 155 23.1 22.6  23.3  

途上国の製品／産品を積極的に買う 219 20.4  140 139 135 112 33.2 39.1  27.6  

日本の政府や議員に働きかける 64 5.9  67 86 122 126 13.9 11.8  13.7  

日本の企業 (特に現地に進出している企業) に

働きかける 
48 4.5  109 102 120 158 14.9 14.5  14.3  

その他 21 2.0  27 33 42 47 4.9 2.9  6.4  

 

20．自由貿易協定について 

フェアトレードは、自由貿易に偏った国際的な貿易体制の変革も目指している。2,015年10月に合意

に達したTPP（環太平洋経済連携協定）は、調査を実施した 6～7月時点でもニュースで大きく取り扱

われていた。そこで、TPPをはじめとする自由貿易協定についての考え方を調査対象者全員に尋ねた。 

16 の選択肢を設け、「無条件に賛成する」、「無条件に反対する」という選択肢以外に、農業や雇用、

食の安全、日本の医療制度、外国の企業が政府を訴えやすくなる、不平等が拡がる、といった恐れがあ

るために反対するという選択肢と、そうした懸念が解消されるなら賛成するという選択肢を設けた。そ

れぞれを、無条件反対、無条件賛成、条件付反対、条件付き賛成、と見なして分析した。 

まず、一位選択数をグループ別に見ると、①条件付き賛成（59.7％）、②条件付き反対（28.9％）、③

無条件反対（7.9％）、④無条件賛成（3.5％）の順に多かった。条件付き賛成派が6割と、条件付き反対

派をダブルスコアで上回って多数派を形成している。 

次に、選択肢ごとの順位を見ると、一位選択では、①国内の農業が守られるなら賛成、②食の安全が

守られるなら賛成、③国内の農業が脅かされるから反対が100人以上で多く、次いで、④不平等が広が

らないなら賛成、⑤無条件に反対、⑥国内の雇用が守られるなら賛成、⑦食の安全が脅かされるから反

対、が50人以上で多かった。 

一方、総合ポイントでは、①食の安全が守られるなら賛成、②国内の農業が守られるなら賛成、③国

内の雇用が守られるなら賛成が 30 ポイント台で多く、次いで、④不平等が広がらないなら賛成、⑤国

内の農業が脅かされるから反対、⑥国内の医療制度が守られるなら賛成、が20ポイント台で多かった。 
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回答者の中には、判断を迷う人も少なからずいて、例えば一位選択で「国内の農業が脅かされるから

反対」を選んだ人の中には、二位選択で「国内の農業が守られるなら賛成」を選んだ人が 10 人（三位

選択以降にも 34 人）いた。逆に一位選択で「国内の農業が守られるなら賛成」を選んだ人の中にも、

三位選択以降で「国内の農業が脅かされるから反対」を選んだ人が7人いた（二位選択はゼロ）。 

自由貿易協定に対して 一位 ％ 二位 三位 四位 五位 ポイント 

無条件に反対する 85 7.9 9 11 8 21 9.9 

条

件

付

き

反

対 

国内の農業が脅かされるため、反対する 148 13.8 67 34 23 23 21.9 

国内の雇用が脅かされるため、反対する 24 2.2 80 66 31 28 13.5 

食の安全が脅かされるため、反対する 71 6.6 76 74 59 15 18.8 

日本の医療制度が脅かされるため、反対する 27 2.5 53 46 45 56 11.7 

外国の企業が日本政府を訴えやすくなるため、反対する 5 0.5 19 30 22 38 5.1 

不平等が広がる恐れがあるため、反対する 20 1.9 31 40 51 37 9.0 

その他の理由で、反対する 16 1.5 8 11 10 26 3.6 

条件付き反対 計 311 28.9 334 301 241 223  

無条件に賛成する 38 3.5 3 9 12 16 5.0 

条

件

付

き

賛

成 

国内の農業が守られるなら、賛成する 235 21.8 100 78 68 55 37.2 

国内の雇用が守られるなら、賛成する 81 7.5 187 92 82 60 30.7 

食の安全が守られるなら、賛成する 172 16.0 128 169 69 33 38.1 

日本の医療制度が守られるなら、賛成する 32 3.0 92 93 139 57 21.2 

外国の企業が日本政府を訴えやすくならないなら、賛成する 9 0.8 11 30 39 69 6.1 

不平等が広がらない対策が取られるなら、賛成する 89 8.3 63 87 134 120 25.0 

その他の条件が満たされるなら、賛成する 24 2.2 7 15 21 131 6.8 

条件付き賛成 計 642 59.7 588 564 552 525  

同様に、一位選択で「食の安全が脅かされるから反対」を選んだ人の中で、二位選択で「食の安全が

守られるなら賛成」を選んだ人が 4人、三位選択以降でも 20人いた一方、一位選択で「食の安全が脅

かされるから賛成」を選びながら、二位選択で「食の安全が守られるなら反対」を選んだ人が1人、三

位選択以降に9人いた。 

数的に見たときに、農業に関しても食に関しても、賛成と反対の間で揺れながら「守られるなら賛成」

の方に傾いた人の方、いわば「消極的賛成派」が多い（他のペアになった条件付き賛成／反対の選択肢

を見てもほぼ同様の傾向が見られる）。そのことが、全体として「条件付き賛成」が「条件付き反対」を

上回った主な要因と考えられる。 

賛成する条件としては、表から明らかなように、「国内の農業」が守られることを挙げる人が圧倒的に

多く、次いで「食の安全」であり、「雇用」だった。この三つを一位、二位、三位の選択肢に挙げる人が

多く、一塊りの問題として認識されていることが分かる。また、「不平等」が広がることへの懸念も少な

からず表明されている。次に、自由貿易に関して懸念を呼んでいる6つの課題群（農業、雇用、食、医

療制度、外国企業、不平等）について分析をしてみたい（次の表を参照）。なお、このうち「外国企業」

は母数が小さく、誤差が大きく出ると思われるため分析の対象から外すことにする。 

まず、それぞれの課題について「条件付き賛成」と「条件付き反対」を一位選択した人数を合計する

ことで、それぞれの課題に対する市民／国民の関心度を計ってみよう。すると、賛否にかかわらず最も

関心が高いのは「農業」であることが分かる。次いで関心が高いのは「食の安全」で、それに「不平等」、

「雇用」が続く。それは、賛成する条件が、農業、食、雇用の順に多かったのにほぼ呼応している。 
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次に、それぞれの課題について、「条件付き賛成」が「条件付き反対」をどの位上回っているか、比率

で計ったのが賛否率である。比率が高いほど、反対が少なく賛成が多いことを示す。すると、最も賛否

率が高いのは「不平等」で、条件付き賛成が条件付き反対の4倍以上になっている。これは、「不平等」

が他よりも具体性が乏しい課題であるため、反対を表明しにくいことが理由として考えられる。次いで

賛否率が高いのは「雇用」で、自由貿易によって雇用が脅かされることへの危機感は、あっても他の課

題より弱いと言えるだろう。 

一方、賛否率が低い、つまり反対が強い課題は「農業」と「医療制度」である。農業は TPP でも最

重要テーマで、その担い手を含め、危機意識が強いことが背景にあると考えられる。医療制度は、命に

直結する分野だけに反対ないし危機感が強いものと思われる。 

 課 題 
条件付き賛成 

(a) 

条件付き反対 

(b) 

関心度 

a + b 

賛否率 

a / b 

農  業 235 148 383 1.59 

雇  用 81 24 105 3.38 

食の安全 172 71 243 2.42 

医療制度 32 27 59 1.19 

不 平 等 89 20 109 4.45 

(外国企業) (9) (5) (14） (1.80) 

以上の分析は調査対象者全員（1076人）の回答の分析である。これでは、フェアトレードを認知して

いる人と認知していない人の間の違いが分からないため、認知者と非認知者に分けて分析してみた。そ

の結果が次の表である。 

自由貿易協定に対して 
認知者 非認知者 

一位 ％ ポイント 一位 ％ ポイント 

 無条件に反対する 17 5.4 6.9 68 8.9 11.1 

条

件

付

き

反

対 

国内の農業が脅かされるため、反対する 45 14.3 21.4 103 13.5 22.1 

国内の雇用が脅かされるため、反対する 7 2.2 13.0 17 2.2 13.8 

食の安全が脅かされるため、反対する 18 5.7 17.1 53 7.0 19.6 

日本の医療制度が脅かされるため、反対する 10 3.2 11.6 17 2.2 11.8 

外国の企業が日本政府を訴えやすくなるため、反対する 4 1.3 6.5 1 0.1 4.5 

不平等が広がる恐れがあるため、反対する 5 1.6 7.8 15 2.0 9.4 

その他の理由で、反対する 4 1.3 2.8 12 1.6 3.9 

条件付き反対 計 93 29.5  218 28.6  

 無条件に賛成する 10 3.2 4.8 28 3.7 5.1 

条

件

付

き

賛

成 

国内の農業が守られるなら、賛成する 63 20.0 35.0 172 22.6 38.0 

国内の雇用が守られるなら、賛成する 18 5.7 29.8 63 8.3 31.1 

食の安全が守られるなら、賛成する 62 19.7 39.9 110 14.5 37.3 

日本の医療制度が守られるなら、賛成する 10 3.2 21.1 22 2.9 21.2 

外国の企業が日本政府を訴えやすくならないなら賛成する 6 1.9 6.8 3 0.4 5.7 

不平等が広がらない対策が取られるなら、賛成する 33 10.5 27.9 56 7.4 23.8 

その他の条件が満たされるなら、賛成する 3 1.0 4.8 21 2.8 7.6 

条件付き賛成 計 195 61.9  447 58.7  
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これを見ると、条件付き賛成、条件付き反対、無条件反対、無条件賛成の割合は、どのグループとも

全体の傾向とほとんど変わらない。分析を始める前は、フェアトレードを認知している人は、認知して

いない人に比べて自由貿易に対して否定的な考えが強いのではないかと予測していたが、むしろ無条件

反対は非認知者の方に多かった。 

ただし、同じ「認知者」であっても、フェアトレードという言葉を見聞きしたことしかない人と、フ

ェアトレードについて多少知っている人、よく知っている人では、自由貿易に対する考え方が違う可能

性がある。そこで、その３つのグループに分けて分析をしてみた結果が次の表である。 

自由貿易協定に対して 

見聞きしたことはある 多少知っている よく知っている 

一位 ％ 
ポイ 

ント 
一位 ％ 

ポイ 

ント 
一位 ％ 

ポイ 

ント 

 無条件に反対する 6 7.1 9.5 8 4.3 5.2 3 6.7 9.3 

条

件

付

き

反

対 

国内の農業が脅かされるため、反対する 5 6.0 10.7 30 16.1 23.2 10 22.2 33.8 

国内の雇用が脅かされるため、反対する 1 1.2 9.3 3 1.6 12.7 3 6.7 20.9 

食の安全が脅かされるため、反対する 4 4.8 14.0 12 6.5 18.8 2 4.4 15.6 

日本の医療制度が脅かされるため、反対する 3 3.6 10.7 7 3.8 13.0 0 0.0 7.6 

外国の企業が日本政府を訴えやすくなるため、反対 2 2.4 4.5 1 0.5 6.5 1 2.2 10.7 

不平等が広がる恐れがあるため、反対する 1 1.2 5.2 2 1.1 8.3 2 4.4 10.7 

その他の理由で、反対する 2 2.4 3.8 1 0.5 1.9 1 2.2 4.4 

条件付き反対 計 18 21.4  56 30.1  19 42.2  

 無条件に賛成する 6 7.1 7.6 3 1.6 3.4 1 2.2 5.3 

条

件

付

き

賛

成 

国内の農業が守られるなら、賛成する 21 25.0 41.0 34 18.3 32.4 8 17.8 35.1 

国内の雇用が守られるなら、賛成する 5 6.0 33.1 12 6.5 30.8 1 2.2 19.6 

食の安全が守られるなら、賛成する 18 21.4 45.0 38 20.4 39.1 6 13.3 33.8 

日本の医療制度が守られるなら、賛成する 3 3.6 21.7 6 3.2 21.7 1 2.2 17.8 

外国の企業が日本政府を訴えやすくならないなら賛成 0 0.0 5.2 6 3.2 8.5 0 0.0 2.7 

不平等が広がらない対策が取られるなら賛成する 6 7.1 28.8 21 11.3 27.7 6 13.3 27.1 

その他の条件が満たされるなら、賛成する 1 1.2 5.5 2 1.1 5.1 0 0.0 2.2 

条件付き賛成 計 54 64.3  119 64.0  22 48.9  

これを見ると、一位選択で反対（無条件および条件付き反対）を選んだ人の割合は、言葉を見聞きし

たことしかない人が28.6％なのに対し、フェアトレードについて多少知っている人では34.4％、よく知

っている人が48.9％と増えていき、逆に、よく知っている人ほど賛成が減っていくことが分かる。つま

り、フェアトレードの意味をよく理解するにつれて、自由貿易に対する否定的な見方が強まるのである。

ただ、多少知っている人では、自由貿易に賛成する割合が非認知者とほとんど変わらない（むしろ多少

高い）。そのことは、フェアトレードを表面的に知るだけでは、自由貿易に対する姿勢を変えるには不十

分であることを意味している。 

最後に、この設問で特徴的なことは、一位選択は対象者全員が行ったものの、二位から先に行くにつ

れて回答者が減っていることである。他の設問では五位まで全員が回答していた。また、「無条件に反対」

を一位選択していながら「農業が守られるなら賛成する」を二位選択以降で選んでいる人が 42 人もい

た。その他にも「矛盾」する選択をする人が少なからずいて、自由貿易にどう向き合うべきかは、一般

の市民にとって容易に判断しがたい、難しい問題であることを示している。 
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Ⅱ．倫理的消費に関する調査 

 

21．普段買いものをする時に重視していること 

調査対象者全員に対して、普段買いものをするにあたって何を重視しているか、11の選択肢の中から

優先度が高い順に5つ選んでもらった。その結果は次の表の通りである。 

全体として、買いものをする時に最も重視している要素（一位選択）は、①価格、②品質、③デザイ

ン、④国産であること、⑤メーカー／ブランド、⑥評判の順だった。また、一位から五位までの回答を

加重平均した総合ポイント、すなわち総合的な判断基準としては、4 番目がメーカー／ブランド、5 番

目が国産であることとなって一位選択の順位と逆転し、評判や流行も一定の判断要素になっている。 

この結果は、3 年前の調査時とほとんど同じで、価格と品質が相変わらず買いものをする時の重要な

判断基準となっている（ただし、前回は三位まで選択してもらってポイントを算出したため、完全な比

較は難しい）。前回から変わった点としては、前回ポイントで 9 番目だった「流行」が今回は 7 番目に

上がり、その分、地元産や、環境に与える影響の順位が下がったことである。他方、フェアトレードに

関係する「社会に与える影響」は、前回は一位選択した人がいなかったのに対して今回は3人、二位選

択が1人から5人へと増えるなど、多少重みを増している。 

環境や社会に与える影響を配慮した「エシカル」な意識は、日本社会でも高まりつつあるとされるが、

今回の調査結果を見る限り、環境や社会への配慮を最優先する人（一位選択）は両方合わせても全体の

1%に満たない。総合ポイントでも、「その他」を除けば両者が最も低く、エシカルな消費意識が買い物

時の判断に大きな影響を与えているとは言い難いのが現状である。 

ただ、優先順位五位まで広げれば、環境／社会への配慮を選択した人、つまり大なり小なりエシカル

な消費意識を持つ人は 181人（全体の 17％）いた。この 17％は「潜在的エシカル消費者」と呼びうる

人たちで、アピールの仕方によっては、環境・社会配慮製品の購買へと導くことが可能と言えよう。 

買いものをする時に重視していること 一位 ％ 二位 三位 四位 五位 ポイント 
2012 

ポイント 

価格 482 44.8 272 165 83 50 78.2  72.9 

品質 328 30.5 417 182 81 25 75.1  60.8 

デザイン 122 11.3 180 252 134 116 45.9  31.5 

メーカー／ブランド 37 3.4 73 188 301 180 33.9  11.2 

流行 6 0.6 10 38 90 191 10.3  1.5 

評判 （友人・知人やインターネット上の） 14 1.3 32 64 125 195 15.5  5.9 

国産であること 63 5.9 63 113 140 132 24.5  10.9 

地元産であること 10 0.9 17 43 60 70 8.1  2.1 

環境に与える影響 4 0.4 4 24 42 81 5.1  1.7 

社会 （生産者・労働者・下請け等） に与える影響 3 0.3 5 5 14 27 2.0  0.3 

その他 7 0.7 3 2 6 9 1.4  1.1 

注）ポイント＝（一位選択数×5 + 二位×4 + 三位×3 + 四位×2 + 五位×1）／1076／5×100 

年代別では、環境・社会に与える影響について重視して買い物をする人たちは、30代以降に増加する

傾向があり、特に環境を重視する層は50代と60代に多い。逆に、若年層では少なかった。 

 

22．普段から積極的に購入している製品／産品 

調査対象者全員（1076人）を対象に、「エシカル」と総称される製品／産品のうち、どの製品／産品

を普段から積極的に購入しているかを聞いた結果が次の表である（複数選択可）。 
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全体としては、①国産の製品／産品、②健康に良い産品／製品が群を抜いて多く、それらに③地元（地

場）の製品／産品と④自然製品／産品が僅差で続き、次いで⑤環境に配慮している製品／産品、⑥産地

直送の製品／産品、⑦有機製品／産品の順に多かった。国産や健康食品等は「エシカル」の中でも「自

己利益」の要素が強く、フェアトレード製品／産品を選んだ人は全体の5.3％だった。 

 積極的に購入している製品／産品 
全 体 男 女 

1076人 ％ 537人 ％ 539人 ％ 

フェアトレード製品／産品 57 5.3 25 4.7 32 5.9 

環境に配慮している （エコな） 製品／産品 214 19.9 81 15.1 133 24.7 

リサイクル製品／産品 131 12.2 63 11.7 68 12.6 

有機 （オーガニック） 製品／産品 165 15.3 66 12.3 99 18.4 

自然 （ナチュラル） 製品／産品 265 24.6 110 20.5 155 28.8 

健康に良い製品／産品 407 37.8 158 29.4 249 46.2 

国産の製品／産品 496 46.1 208 38.7 288 53.4 

地元 （地場） の製品／産品 266 24.7 92 17.1 174 32.3 

産地直送の製品／産品 176 16.4 51 9.5 125 23.2 

障がい者の人たちが作った製品／産品 33 3.1 10 1.9 23 4.3 

その他 5 0.5 1 0.2 4 0.7 

特にない 340 31.6 212 39.5 128 23.7 

男女別では、男性が 3番目に自然製品／産品、6番目に有機製品／産品を選んだのに対し、女性は 3

番目に地元（地場）の製品／産品、6 番目に産地直送の製品／産品を選んだ。したがって、順位から見

ると男性の方が自然や有機のものに関心が高く、女性の方が地元や産地直送のものに関心が高いことに

なる。ただし、自然や有機のものを選んだ人のパーセンテージを見ると、いずれも女性の方が高く、一

概に男性の方が自然や有機のものへの関心が高いとは言い難い。それは他の全ての製品／産品に共通し

ていて、女性の方が男性よりもずっと「エシカル製品／産品」への関心が高いことは確かと言える。 

 積極的に購入している製品／産品 
10代 20代 30代 40代 50代 60代 

78人 ％ 163人 ％ 216人 ％ 200人 ％ 198人 ％ 221人 ％ 

フェアトレード製品／産品 7 9.0 12 7.4 9 4.2 11 5.5 10 5.1 8 3.6 

環境に配慮している （エコな） 製品／産品 13 16.7 26 16.0 36 16.7 31 15.5 48 24.2 60 27.1 

リサイクル製品／産品 9 11.5 18 11.0 25 11.6 27 13.5 26 13.1 26 11.8 

有機 （オーガニック） 製品／産品 8 10.3 24 14.7 32 14.8 37 18.5 30 15.2 34 15.4 

自然 （ナチュラル） 製品／産品 14 17.9 37 22.7 43 19.9 46 23 52 26.3 73 33.0 

健康に良い製品／産品 20 25.6 52 31.9 68 31.5 68 34 80 40.4 119 53.8 

国産の製品／産品 23 29.5 63 38.7 92 42.6 94 47 99 50.0 125 56.6 

地元 （地場） の製品／産品 10 12.8 23 14.1 46 21.3 49 24.5 60 30.3 78 35.3 

産地直送の製品／産品 4 5.1 17 10.4 24 11.1 31 15.5 46 23.2 54 24.4 

障がい者の人たちが作った製品／産品 2 2.6 3 1.8 4 1.9 5 2.5 10 5.1 9 4.1 

その他 - - - - - - - - 2 1.0 3 1.4 

特にない 28 35.9 61 37.4 77 35.6 67 33.5 58 29.3 49 22.2 

3 年前の調査でも、①から⑥までの順位が同じなど、ほとんど変化がなかった（７番目は僅差でリサ

イクル製品／産品）。3番目と 4番目に選んだ製品／産品が男女で逆転しているのも今回と同じだった。
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フェアトレード製品／産品を選んだ人は3年前の3.4.％から5.3％へと微増した。 

年代別では、全ての年代で①国産の製品／産品、②健康に良い産品／製品が他を引き離して多かった。

3番目に多いのは、10代と20代で自然製品／産品、30代以上は地元（地場）の製品／産品という差が

出た。30代以上になると地元への愛着が出てくるものと思われる。一方で 10代と 20代は環境に配慮

した製品／産品の順位が他の世代よりも高く、相対的に環境への意識が強いことが窺える。フェアトレ

ード製品／産品に関して言うと、10代と20代で関心が高く、特に10代は前回の調査では1.3％（1人）

しかいなかったのが、今回は 9.0％（7人）と大幅に増えた（20代は 3.7％から 7.4％へ倍増）。そのほ

か、60代を除く全ての世代で、フェアトレード製品／産品を挙げた人は、実数、パーセンテージとも前

回より増えた。 

 

23．倫理的ラベル／マークの認知度 

今日では、フェアトレード製品をはじめ、環境や社会に配慮した倫理的な製品であることを示す数多

くのラベルやマークが市場に流通している。それらのうち、代表的なラベル／マークを示して、それら

を見たことがあるか否か、その意味を知っているか否かを調査対象者全員（1076人）に尋ねた。その結

果が次の表である。なお、ここでは、見たことがある人の割合を知名度、その意味も知っている人の割

合を認知度としている。 

これを見ると、まず各種のラベル／マークの知名度は3年前と大きく変わっておらず、今日でもエコ

マークとJASオーガニックマークという日本独自のマークが断然よく知られていることが分かる。それ

らに次ぐラベル／マークの順位も前回と全く同じで、FLOおよびWFTOのフェアトレードラベル／マ

ークが他の倫理的ラベル／マークよりも多少よく知られているようである。全体としては、日本独自の

ラベル／マークの知名度は3年からほとんど変わっていないのに対して、他の「外来」のラベル／マー

クがみな知名度を上げているのが特徴的である。また、「外来」のラベル／マーク間の知名度の差が縮小

していることも一つの傾向として挙げることができる。 

次に各種ラベル／マークの認知度だが、こちらも3年前と比べて大きな変化は見られず、1位のエコ

マークから4位のWFTOフェアトレードラベル／マークまでの順位も前回と同様である。あえて3年

前との変化を挙げるとすれば、前回認知度が高かった上位4種類のラベル／マークの認知度が下がった

一方で、前回低かった5種類のラベル／マーク（MSCからエコサートまで）の認知度が高まり、差が

ラベル／マークの 

知名度・認知度 （％） 

見たことが 

ない 

見たことあるが 

意味は知らない 

（a） 

意味も知っている 

＝認知度 
（b) 

2012年の 

認知度 
知名度 

（a+b） 

2012年の 

知名度 

JASオーガニック 56.9  33.0  10.1  12.8 43.1  43.2 

FLOフェアトレード認証 

ラベル 
85.2  8.5  6.3  6.5 14.8  13.7 

WFTOフェアトレード 

マーク／ラベル 
82.1  14.0  3.9  5.0 17.9  17.2 

エコマーク 17.6  36.6  45.8  48.0 82.4  82.7 

MSC （持続的水産品） 87.5  10.2  2.2  2.1 12.5  10.4 

FSC （持続的林産品） 88.2  8.3  3.5  2.5 11.8  9.8 

レインフォレスト・ 

アライアンス 
85.5  10.9  3.6  2.1 14.5  11.0 

ウズ （グッドインサイド） 93.8  4.3  2.0  1.3 6.2  3.9 

エコサート 90.6  5.9  3.5  1.4 9.4  5.8 
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縮小していることがある。 

今回の調査結果を見る限り、残念ながら日本社会では、倫理的なラベル／マークの露出や認知が3年

を経てもあまり進んでいない。 

フェアトレードのラベル／マークに関しては、2008年にチョコレボ実行委員会が行った調査も含めて、

2008年から2015年までの変化を追うことができる。次の表を見ると、FLOラベルは知名度が多少向

上し、認知度も大きく上昇しているのに対して、WFTOマーク／ラベルは知名度は上昇しているものの、

認知度には明らかな改善が見られない。 

 FLOとWFTOの 

比較 

2008 2012 2015 

 知名度   

       認知度               

 知名度   

       認知度               

 知名度   

       認知度               

FLO認証ラベル 
  13.9 

        1.9 

  13.7 

          6.5 

  14.8 

          6.3 

WFTOマーク／ラベル 
  13.7 

          2.9 

  17.2  

         5.0 

  17.9 

          3.9 

両者を比較すると、フェアトレード団体が使用するWFTOマークの知名度の方が、主として企業が

使うFLOラベルより高いにもかかわらず、認知度は逆にFLOラベルの方が高い。この「逆転現象」は

前回も見られたが、今回の調査によって、それはより鮮明となった。WFTOマーク／ラベルを使用する

フェアトレード団体は、100％フェアトレードにコミットした団体ないし製品であることの意味を一般

の市民や消費者に伝え、知ってもらう努力を強化する必要があると言えよう。 

なお、表には掲載していないが、フェアトレードの認知者に絞って分析すると、フェアトレードの認

知者はすべてのラベル／マークの知名度・認知度とも一般市民（調査多少者全体）より高く、フェアト

レードに限らず倫理的ラベル／マークへの関心が高いことを示している。ただ、フェアトレード認知者

であっても、FLOラベルの知名度は27.9％、認知度は16.8％、WFTOマーク／ラベルの知名度は26.3％、

認知度は8.3％と決して高いとは言えない。それは、欧米に比べてフェアトレードのラベル／マークを

つけた製品が市場に多く出回っていないことの反映と言えよう。近年店頭での露出が増えているレイン

フォレスト・アライアンス・マークの知名度および認知度がフェアトレードに肉薄していることにも、

それは表れている。 

 

24．好感が持てる企業 

調査対象者全員を対象に、どのような企業に対して好感を持っているかを尋ねた。14の選択肢の中か

ら好感度が高い順に5つを選んでもらったところ、結果は次の表の通りだった。 

全体としては、①良質な製品を提供している企業、②社会的に名前が通っている企業、③安価な商品

を提供している企業、④従業員を大事にしている企業、⑤グローバルに進出／展開している企業、⑥環

境に配慮している企業の順に好感度が高かった（一位選択）。一方で、一位から五位までの回答を加重平

均した総合ポイントでは、2 番目に安価な商品を提供している企業、5 番目に生産者や労働者を大事に

している企業が入った。 

3年前の調査では、一位選択の 1番目から 4番目までと 6番目は同じで、5番目に入っていた「広く

社会に貢献している企業」が今回は7番目に下がった。また総合ポイントでは、1番目から3番目まで

は変わらないものの、前回4番目に入っていた「広く社会に貢献している企業」が7番目に下がる一方、

「従業員を大事にしている企業」が5番目から4番目に、「生産者や労働者を大事にしている企業」が7

番目から5番目に上がった。 



30 

 

好感が持てる企業 一位 ％ 二位 三位 四位 五位 ポイント 
2012 

ポイント 

社会的に名前が通っている企業 232 21.6  69 77 65 71 34.7  28.6 

グローバルに進出／展開している企業 41 3.8  94 40 60 50 16.2  12.2 

業績やマーケットシェアを伸ばしている企業 29 2.7  45 105 62 69 15.5  11.4 

株主への利益還元を重視している企業 16 1.5  34 36 65 29 9.0  6.2 

消費者に安い製品／サービスを提供している企業 101 9.4  209 114 66 95 35.5  38.1 

消費者に良質な製品／サービスを提供している企業 404 37.5  189 112 68 77 61.8  63.2 

環境に配慮している企業 39 3.6  90 110 119 108 22.9  27.0 

生産者や労働者の生活に配慮している企業 36 3.3  81 139 126 99 23.6  19.0 

納入業者や取引先に配慮している企業 4 0.4  27 42 63 56 8.1  5.0 

従業員を大切にしている企業 90 8.4  97 132 115 86 28.8  27.6 

地域社会との絆を大切にしている企業 21 2.0  40 64 89 109 13.8  16.7 

広く社会に貢献している企業 35 3.3  66 64 117 122 18.3  28.3 

情報公開に積極的な企業 22 2.0  30 37 54 97 10.1  15.2 

その他 6 0.6  5 4 7 8 1.6  1.4 

以上を総合すると、安価で良質な製品を提供し、社会的に名前が通った企業が好まれるという大勢に

変化はないものの、3 年の間に、「広く社会に貢献している企業」への好感度が下がる一方で、「従業員

を大事にしている企業」と「生産者や労働者を大事にしている企業」への好感度が上がったことが特筆

される。その背景には、労働者を搾取する「ブラック企業」がこの 3～4 年の間に大きな社会問題とな

り、漠然と社会に貢献することよりも、目の前の働く人を大事にすることの方が強く求められるように

なったことがあると思われる。 

他方で、グローバルに進出／展開している企業、業績やシェアを伸ばしている企業もそれぞれ二つず

つ順位を上げていることから、「人に優しいながらも強く大きな」企業への好感度が上がっていると言え

よう。 

好感が持てる企業 
男 女 

一位 ％ ポイント 一位 ％ ポイント 

社会的に名前が通っている企業 135 25.1  38.0 97 18.0  31.5 

グローバルに進出／展開している企業 21 3.9  19.3 20 3.7  13.1 

業績やマーケットシェアを伸ばしている企業 16 3.0  18.0 13 2.4  12.9 

株主への利益還元を重視している企業 11 2.0  12.4 5 0.9  5.6 

消費者に安い製品／サービスを提供している企業 46 8.6  34.7 55 10.2  36.3 

消費者に良質な製品／サービスを提供している企業 170 31.7  55.7 234 43.4  67.9 

環境に配慮している企業 17 3.2  18.4 22 4.1  27.4 

生産者や労働者の生活に配慮している企業 22 4.1  22.9 14 2.6  24.3 

納入業者や取引先に配慮している企業 2 0.4  10.8 2 0.4  5.4 

従業員を大切にしている企業 47 8.8  27.7 43 8.0  29.9 

地域社会との絆を大切にしている企業 13 2.4  13.2 8 1.5  14.5 

広く社会に貢献している企業 18 3.4  16.8 17 3.2  19.9 

情報公開に積極的な企業 13 2.4  9.3 9 1.7  10.9 

その他 6 1.1  2.8 0 0.0  0.4 
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フェアトレードとの関わりで言えば、「生産者や労働者を大事にしている企業」が最もフェアトレード

に近く、それへの好感度が上がっていることは喜ばしいが、ブラック企業問題が最大の背景であるとす

れば、フェアトレード的な企業への好感度が上がっていると判断するのは早計であるかもしれない。 

次に、男女別でみると、「消費者に良質な製品／サービスを提供している企業」に最も好感を抱いてい

る点では共通しているが、男性が一位選択肢と総合ポイントの両方で「社会的に名前が通っている企業」

を2番目に挙げているのに対して、女性は総合ポイントの2番目に「消費者に安い製品／サービスを提

供している企業」を選んでいるのが特徴的である。また男性は、女性と比べて、従業員を大切にしたり、

生産者・労働者の生活に配慮している企業への好感度が高い。他方女性は、環境に配慮している企業へ

の好感度が男性よりも高いという違いがある。つまり、女性は安さと環境への配慮、男性は名前と従業

員への配慮により重きを置いているようである。年代別では、好感度に大きな違いは見られなかった。 

 

25．環境や社会に関して企業に対して取ったことがある行動 

環境や社会への企業の関わり方が問われる中で、市民は企業に対してどのような行動を取ったことが

あるか、調査対象者全員を対象に尋ねた。その結果が次の表である（複数回答可）。 

全体としては、①環境に配慮する企業の製品を購入した（46.4％）、②環境に悪影響を及ぼす企業の製

品の購入をやめた（22.6％）、③社会貢献に熱心な企業の製品を購入した（19.1％）、④生産者・労働者・

下請けを不当に扱う企業の製品の購入をやめた（14.6％）、⑤生産者・労働者・下請けに配慮する企業の

製品の購入した（11.0％）の順に多かった（「その他」はほとんどが「行動を取っていない」という回答

のため除く）。 

これを3年前の結果と比較すると、②と③の順序が入れ替わっていて、社会貢献に熱心な企業の製品

を購入した人が減少していた（27.8％から19.1％へ）。この結果は、「好感が持てる企業」についての質

問で、「広く社会に貢献している企業」への好感度が前回よりも下がったことと呼応している。 

環境や社会に関して 

企業に対して取ったことがある行動 

全 体 
見聞きした 

ことがない 

言葉は知っ

ている 

多少知って

いる 

よく知って 

いる 

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

a) 環境に配慮している企業の製品を意識的に

購入した 
499 46.4 229 46.5 137 43.8 100 45.9 33 63.5 

b) 環境に悪影響を及ぼしている企業の製品を

購入するのをやめた 
243 22.6 95 19.3 73 23.3 56 25.7 19 36.5 

c) 生産者、労働者、下請けなどの生活に配慮

している企業の製品を意識的に購入した 
118 11.0 43 8.7 40 12.8 22 10.1 13 25.0 

d) 生産者、労働者、下請けなどを不当に扱っ

ている企業の製品を購入するのをやめた 
157 14.6 64 13.0 45 14.4 37 17.0 11 21.2 

e) 社会貢献に熱心な企業の製品を意識的に

購入した 
205 19.1 82 16.6 70 22.4 38 17.4 15 28.8 

f) 環境に配慮している企業の株ないしファンド

を意識的に購入した 
41 3.8 16 3.2 12 3.8 8 3.7 5 9.6 

g) 環境に配慮していない企業の株ないしファ

ンドの保有をやめた 
30 2.8 12 2.4 10 3.2 4 1.8 4 7.7 

h) 生産者／労働者や社会に配慮している企

業の株ないしファンドを意識的に購入した 
43 4.0 16 3.2 14 4.5 8 3.7 5 9.6 

i) 生産者／労働者や社会に配慮していない企

業の株ないしファンドの保有をやめた 
29 2.7 10 2.0 6 1.9 9 4.1 4 7.7 

j) 環境や社会に配慮していない企業に対して

不快／抗議の意思を表明した 
53 4.9 29 5.9 13 4.2 8 3.7 3 5.8 

k) その他 147 13.7 72 14.6 45 14.4 27 12.4 3 5.8 

一人あたりの行動数 （その他を除く） 1.33 1.21 1.34 1.33 2.37 

また質問は、「aとb」、「cとd」、「fとg」、「hと i」 がそれぞれペアになっていて、前者がいわゆる
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「エシカルな企業に報いる」行動、後者が「エシカルでない企業をボイコットする（購入しないことで

罰する）」行動という対称的な選択肢になっている。このペアになっている行動のうち、どちらが多いか

を分析すると、「cとd」のペアを除いては、「エシカルな企業」に報いる行動の方が多かった。 

これは、3 年前の調査結果と同じで、欧米では盛んなボイコット運動が日本社会では広がらないこと

の表れと言える。それはまた、フェアトレードのように、非公正、非倫理的な行動を直接批判するより

も、公正／倫理的な選択肢を提供する活動が支持を広げやすい土壌をなしていると言える。 

3 年前の調査結果との比較で気が付くのは、全体として対企業行動が減少している中で（一人あたり

の行動数が 1.40から 1.33に微減）、cと dの「従業員や生産者・労働者」に関する行動がともに 20％

以上増えていることである。それは、好感が持てる企業に関する設問への回答傾向と同様に、従業員や

生産者・労働者を大事にしないブラック企業への反感が強まり、働く人を大事にする企業への好感度が

上がっていることが背景にあるためと思われる。また、このペアだけ「報いる」よりも「罰する」行動

が多いのは、それだけ従業員や生産者・労働者を大事にしない企業への拒否感が強い表れと見ることも

できよう。 

前回との比較ではまた、環境や社会への関心から「ファンド」を購入したり、保有をやめたりした人 -- 

fから iの行動を取った人 -- が、数は少ないながらも軒並み増えていることが注目される。これは、欧

米では数十年の歴史がある「社会的責任投資」と呼ばれる行動にあたる。今回の結果は、投資するにあ

たって環境／社会影響にも配慮する社会的責任投資が、日本社会でもようやく広がりつつあることを示

すものと言えるだろう。 

最後に、フェアトレードを見聞きしたことがあるか／どの程度知っているかによって、回答者を4グ

ループに分けて分析すると、どの行動を見ても、フェアトレードをよく知るにつれ行動を取る人が多く

なっていることが分かる。つまり、いわゆる「意識の高い」人ほど消費を通して企業に環境や社会に関

する意思表示を行っている（それは一人あたりの行動数にも示されている）のである。そのことは、フ

ェアトレードのみならず環境を含めた広い意味での「エシカル」な意識の喚起や消費者教育を推し進め

ることが、企業に対する行動を積極化させ、ひいては企業の倫理性を高めるのに有効であることを教え

ている。 

 

26．関心のある社会問題 

調査対象者全員を対象に、世の中で起きている問題のうち、どのような問題に関心を持っているかを

尋ねた。提示した 17の選択肢の中から関心が高い順に 5つの問題を選んでもらった結果は次の表の通

りだった。 

全体としては、最大の関心事（一位）として①経済／景気の行方、②政治のあり方、の二つが他を大

きく引き離して多く、3 年前と同様に日本社会での二大関心事となっている。ただ、政治のあり方への

関心は3年前よりはかなり下がっている。その二つに次いで、③少子高齢化、④社会保障、⑤社会的な

倫理／モラル、⑥国内の貧困／格差 および 雇用、の順に関心が高かった。 

5 位までの回答を加重平均した総合ポイントでは、3 番目に雇用および社会保障が同ポイントで入っ

た。この二つは3年前の調査でも3番目、4番目に入っていて、引き続き大きな関心事であり続けてい

る。少子高齢化は、3年前は一位選択でも総合ポイントでも8番目だったが、今回はそれぞれ3番目、5

番目に入り、一層関心が高まっていることが分かる。また、国内の貧困／格差と社会的な倫理／モラル

の問題も、3年前より関心が高まっている。 

一方で、エネルギーや人権の問題は3年前よりも関心が下がった。特にエネルギーは、前回の調査が

福島原発事故からまだ 1年後の実施だったため関心が高かったものの、3年の月日が流れる中で関心が

薄れてきたものと思われる。また貿易の問題も、今回の調査は環太平洋経済連携協定（TPP）交渉が大

詰めの時期に行われ、頻繁にニュースに取り上げられていたにもかかわらず、関心は低かった。 
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男女別や世代別では、顕著な違いは見られなかった。 

関心のある社会問題 一位 ％ 二位 三位 四位 五位 ポイント 
2012 

ポイント 

政治のあり方 163 15.1 99 70 89 86 31.3  42.4 

経済／景気の行方 315 29.3 183 112 72 71 53.1  58.4 

雇用の問題 68 6.3 156 125 99 75 30.0  30.9 

国内の貧困／格差の問題 68 6.3 87 130 91 69 24.7  19.3 

社会的な倫理／モラルの問題 73 6.8 72 119 94 111 24.3  19.8 

社会保障の問題 83 7.7 107 135 134 100 30.0  26.3 

少子高齢化の問題 87 8.1 100 87 106 79 25.8  17.0 

ジェンダーや女性の地位の問題 17 1.6 28 15 40 43 6.8  2.8 

地域／地元の環境問題 22 2.0 30 40 49 52 9.3  7.4 

地球規模の環境問題 44 4.1 46 55 64 75 14.3  15.3 

発展途上国の貧困問題 6 0.6 13 18 29 31 4.2  3.3 

（特に弱い立場に置かれた人々の）人権問題 14 1.3 32 26 40 31 7.2  7.5 

エネルギー問題 36 3.3 41 58 79 73 13.9  22.8 

食糧自給／食糧安全保障の問題 26 2.4 40 44 41 68 10.6  13.7 

貿易をめぐる問題 4 0.4 5 7 11 11 1.7  2.8 

紛争やテロの問題 40 3.7 28 28 31 93 10.2  6.6 

その他 10 0.9 9 7 7 8 2.4  3.7 

 

27．世の中で大事なもの 

最後に、調査対象者全員を対象に、世の中で何が大事かを尋ね、設定した 17 の選択肢の中から大事

と思う順に5つを選んでもらったところ、結果は次の表の通りだった。 

全体として、最も大事（一位）とする回答は、①家族、②健康、③お金、④平和、⑤安全／安心、⑥

精神的な豊かさ、の順に多かった。中でも「家族」と「健康」を挙げた人がそれぞれ200を超え、他を

大きく引き離した。続いて「お金」と「平和」を挙げた人がそれぞれ100人を超えた。 

これを 3年前と比較すると、1～4番目までは順位が変わらず、10番目までも順位に多少変動はあっ

ても選択肢は同じだった。3 年前より実数で増えたのは健康、お金、平和で、減ったのは家族、精神的

な豊かさ、安全／安心、社会的な絆／思いやりだった。 

一位から五位までの回答を加重平均した総合ポイントでは、①健康、②家族、③お金、④安全／安心、

⑤平和、⑥精神的な豊かさ、の順に高かった。3 年前と比べると、「健康」と「家族」が逆転している。

前回の調査は東日本大震災の1年後で家族の絆が強く意識されていたことや、近年健康志向が強まって

いることが影響していると思われる。 

男女別では、女性が「お金」より「平和」を大事にし、男性はその逆という違いが見られるが、これ

は3年前の調査でも同じだった。 

年代別では、総合ポイントで見たときに、「お金」が10代で最も多く、年代が上がるごとに順位が下

がっている。10代ではまた「地位」も他の世代と比べてずっと多かった。20代、30代では「家族」が

最も大事で、40代から60代では一に「家族」、二に「健康」の順だった。 
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世の中で大事なもの 一位 ％ 二位 三位 四位 五位 ポイント 
2012 

ポイント 

お金 153 14.2 95 95 85 107 31.7  31.9 

地位 10 0.9 41 16 12 13 5.6  2.5 

名誉 10 0.9 8 30 16 15 4.1  2.1 

仕事 19 1.8 55 54 77 53 12.7  11.6 

自然／環境 34 3.2 41 66 88 97 15.0  18.6 

社会的な絆／思いやり 37 3.4 40 49 67 94 13.4  15.9 

精神的な豊かさ 56 5.2 71 118 132 126 24.3  26.4 

安全／安心 66 6.1 131 136 123 96 29.8  27.7 

健康 236 21.9 185 120 87 72 47.0  42.4 

自分らしい生き方 43 4.0 66 79 71 69 17.2  16.0 

家族 241 22.4 157 85 84 59 43.0  47.0 

友人 5 0.5 52 56 62 42 10.5  11.2 

自由 19 1.8 36 46 55 84 10.6  9.8 

平等 4 0.4 26 36 31 35 6.1  5.0 

正義 2 0.2 12 17 13 15 2.8  3.5 

平和 140 13.0 59 72 72 98 25.9  27.3 

その他 1 0.1 1 1 1 1 0.3  1.1 
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Ⅲ．まとめ 

＜フェアトレードの知名度、認知率＞ 

まず、社会へのフェアトレードの広がりぐあいを示す知名度と認知率であるが、知名度は 54.2％で、

3年前の調査時点（2012年3月）よりも3.9㌽上昇した。特に男性の間での知名度の上昇が顕著で（+7.9

㌽）、男女間で知名度が逆転した。年代別では、30代から40代の伸びが大きかった。地域別では、九州

沖縄地方と近畿地方で10㌽以上の上昇が見られた。なお、類似の調査が行われた2008年11月からの

7年間では、フェアトレードの知名度は14.0㌽の上昇となった。 

次に、フェアトレードの認知率は 29.3％で、3年前よりも 3.6㌽上昇した。認知率の伸びも男性の方

が大きかったが、女性を上回るまでの伸びはなかった。年代別では、10代と40代で大きな上昇が見ら

れた。地域別では、九州沖縄地方で 10 ㌽以上上昇し、東北北海道地方で微減したことから、前回の調

査で見られたような認知度における「東高西低」の傾向は弱まった。 

フェアトレードラベル／マークの知名度と認知度に関しては、FLOの認証ラベル、WFTOの団体マ

ーク／認証ラベルとも、知名度が微増（それぞれ+1.1㌽、+0.7㌽）する一方で、認知度は微減（それぞ

れ－0.2㌽、－1.1㌽）していて、3年前と大きな違いがなかった。 

今回の調査では、初めてフェアトレードタウンの知名度の調査も行った。調査対象者全体では14.0％

で、フェアトレードそのものの認知率の4分の1程度だった。フェアトレードを認知している人の間で

も 2 割弱（19.4％）だった。また、フェアトレードタウン運動が行われている都市での認知度も 8.7％

～17.5％で、全国平均との差は小さく、運動が十分に浸透しているとは言えない状況にある。それでも、

運動が行われている都市ではフェアトレードの認知率が高く、運動がフェアトレードの普及に一定の役

割を果たしていることが窺える。 

フェアトレードタウンに関連して、政府や自治体がどのようにフェアトレードと関わったらよいかと

いう質問（対象はフェアトレード認知者）に対しては、9 割の人が関わる必要性を認めた。関わり方と

しては、広報や イベントの後援・共催が 4 割台で多かったが、フェアトレード製品の購入や学校教育

への取り入れを求める人も3人に1人いた。男女別では、女性の方に、より深い関わりを求める傾向が

強かった。 

＜フェアトレード製品の購入＞ 

次に、フェアトレード認知者のうちフェアトレード製品を買ったことがある人は42.2％で、3年前よ

り6.7㌽増加した。調査対象者全体に占める購入経験者の割合は12.8％（+3.7㌽）で、8人に1人が購

入したことになる。また、定期的に買う人の割合も前回から増えていて、フェアトレード製品の購入が

定期化、慣習化していることが窺える。 

男女別では、男性の購入経験者が3年前よりも実数で55％も増え、購入する場所も3年前より多様化

しているのが目を引く。年代別では、10代、20代で購入経験が増えるとともに購入額も倍増していて、

若い世代による購入の活発化が顕著である。 

購入場所に関しては、3 年前と比べてフェアトレードショップでの購入が減る一方で、スーパーやイ

ンターネット通販での購入が増えたのが特徴的である。それは、より身近な所でフェアトレード製品が

購入できるようになったことを反映していると思われる。 

購入する理由、しない理由を聞いた設問では、まず購入理由として、途上国での貧困削減や生産者・

労働者の権利擁護に寄与するからという理由が減る一方で、製品の魅力や価格を挙げる人が増えた。購

入しない理由としては、価格や品質を挙げる人が3年前よりも大幅に減った。また、フェアトレードで

ない同等品との価格差については、女性や10代であまり気にしない人が多いのが特徴的である。 
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＜フェアトレードの効果＞ 

今回の調査では、初めてフェアトレードがどのような効果を上げていると思うかを尋ねた。群を抜い

て多かったのは、「途上国の生産者や労働者の収入が増える」効果だったが、それはまさにフェアトレー

ドが目的としていることだけに当然と言える。もう一つのフェアトレードの重要な目的である「世界の

貿易が公正なものに変わる」や「先進国の私達がライフスタイルを見直す」を挙げた人は少数だったが、

10代や20代の若い層では多かった。 

一方で、「効果がない」ないし「あまり効果がない」と答えた人も 4 人 1 人（23.8％）いて、特に男

性に否定的な見方が多かった。 

＜国際協力としてのフェアトレード＞ 

先進国政府や国際機関、NGO による援助、フェアトレード、企業活動のうち、どの手段が途上国の

自立的な発展に寄与するかを聞いた質問では、その全てに対する評価が3年前よりも下がった。それは、

国際協力への期待や信頼が低下したためとも言えるし、日本の市民が内向きになったためとも言える。 

フェアトレードを知らない人が7割もいる調査対象者全員では、フェアトレードへの評価が最も低か

った（ただし、フェアトレードに対する評価の下落率は最も低かったので、3 年前よりも相対的な評価

は上がった）が、フェアトレードを認知している人の間では、総合ポイントで僅差の二位と、フェアト

レードの評価が高かった。 

一方、途上国の貧困問題の解決のために、回答者自身がどのような方法で貢献したいかという問いに

対しては、フェアトレード的な「途上国の製品／産品を積極的に買う」を一位に選んだ人の数が2番目

に多かった。それは3年前と同じだが、最も多い「国際協力団体に寄付する」との差を大幅に縮めた。 

次に、途上国の貧困問題を解決するのに有効な方法を尋ねた質問では、教育／研修や技術の提供、食

料・生活必需品の供与が3年前と同様に多かったが、フェアトレード的な手法である「公正な価格／賃

金の支払い」や「途上国の不利な貿易の仕組みの改革」も3年前より支持を広げた。他方で、自由貿易

の推進も前回より増加し、貿易に対する市民の姿勢が二極化する傾向が見られる。 

それに関連して、TPPをはじめとする自由貿易協定についての設問では、条件付き賛成の立場を取る

人が全体の6割と過半数を占めた。とは言いつつも、国内の農業や食の安全、雇用、さらには医療制度

に与える影響への懸念は根強く、積極的賛成というよりも消極的賛成の方が優勢と見受けられた。フェ

アトレードを認知している人に限って分析すると、フェアトレードへの理解が進むほど自由貿易に批判

的な見方が強まることが分かった。 

＜倫理的消費＞ 

倫理的消費についての質問では、まず、買い物する時に重視していること（判断基準）として、価格、

品質、デザインを挙げる人が、3 年前と同じく圧倒的に多かった。一方、環境や社会への影響を最重要

な判断基準とする（一位選択した）「エシカル」な消費者は、全体の0.7％に過ぎなかった（社会への影

響を選ぶ人が増えて 3 年前よりは倍増）。ただ、一位から五位選択までの間に環境・社会影響を挙げた

人は全体の17％いて、この層が日本における「潜在的エシカル消費者」と言うことができよう。 

次に、普段から購入するエシカル製品を尋ねたところ、「自己利益」の要素が強い国産および健康に良

い製品が圧倒的に多く、フェアトレード製品を挙げた人は全体の5.3％だった（前回から1.9㌽の微増）。

フェアトレードや環境配慮といった「エシカル度」の高い製品を選んだのは10代、20代に多かった。 

関心を持っている社会問題を問うた質問では、経済と政治のあり方が断然多く、雇用と社会保障も引

き続き多かった。国内の貧困／格差と社会的な倫理／モラルを挙げた人も3年前より増えた。 

最後に、企業に対する市民の評価として、どのような企業に好感度を持つかという質問では、3 年前
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と同様に、良質な製品を提供している企業、社会的に名前が通っている企業、安価な商品を提供してい

る企業の順に多かった。3 年前と変わったのは、広く社会貢献をする企業への好感度が下がる一方、従

業員や生産者・労働者を大事にする企業への好感度が上がったことである。 

続く、「環境や社会に関連して企業に対して取ったことがある行動」でも、社会貢献に熱心な企業の製

品を購入した人が減少し、生産者・労働者・下請けなどに配慮している企業の製品の購入や、逆に生産

者・労働者・下請けなどを不当に扱う企業の製品の不買を挙げた人が大きく増えた。以上の変化には、

昨今のブラック企業問題が影響していると思われる。 

また、環境や社会への配慮を理由に株式やファンド買ったり、売ったりする人が、絶対数は少ないな

がらも軒並み増えていて、いわゆる「社会的責任投資」と呼ばれる行動が、日本社会でもようやく広が

りつつあることを示すものとして注目される。 

 

Ⅳ．最後に 

今回の調査は、次に掲げるフェアトレード推進団体の協力のもとに実施することができた。ここに深

く感謝の意を表したい。 

逗子フェアトレードタウンの会 

にいがたフェアトレード推進委員会 

フェアトレード・サマサマ （大阪府吹田市） 

フェアトレードシティくまもと推進委員会 

フェアトレードタウン垂井 

フェアトレード名古屋ネットワーク 

フェアトレード北海道 

まちなか・せかいネットーとちぎ海外協力NGOセンター 

ら・なぷぅ （新潟県長岡市） 

また、日本フェアトレード・フォーラム会員である次の個人と団体からも資金的な協力を頂いたこと

で、無事調査を終えることができた。同じく、ここに深く感謝の意を表したい（敬称略、五十音順）。 

池ヶ谷二美子、大野敦、勝井裕美、小吹岳志、佐藤孝輔、髙津玉枝、フェアトレードカンパニー

(株)、(特活)フェアトレード・ラベル・ジャパン、㈱福市、長坂寿久、渡辺龍也 

 

発行責任者 

一般社団法人 日本フェアトレード・フォーラム 

代表理事 胤森なお子 

〒169-8611 東京都新宿区西早稲田2-3-1早稲田奉仕園内  

シャプラニール＝市民による海外協力の会内 

FAX：03-3202-4593  

Email：info@fairtrade-forum-japan.com 
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Ⅴ．質問表ほか 
 

問１ 「フェアトレード」という言葉をご存じですか。次の中から当てはまるものを一つお選びください。 

1 知らない 
    

2 言葉は見聞きしたことはあるが、内容までは知らない 

3 見聞きしたことがあり、内容も多少は知っている 

4 見聞きしたことがあり、内容もよく知っている 
 

 

問2 「フェアトレード」と最も関係が深いと思う言葉を、次の中から一つお選びください。 

1 株式 
    

2 金融 
    

3 貧困 
    

4 環境 
    

5 医療 
    

6 メディア 
    

7 スポーツ 
    

 

問 3 どのようにしてフェアトレードという言葉を知りましたか。 【一番最初に知ったきっかけ】として、次の

中から当てはまフェアトレードという言葉を最初に知ったのは、何年前ですか。次の中から当ては

まるものを一つお選びください。るものを一つお選びください。 

1 新聞 
    

2 テレビ 
    

3 ラジオ 
    

4 雑誌 
    

5 パソコンのインターネットサイト 
  

6 携帯のインターネットサイト 
  

7 ブログ 
    

8 SNS（ツイッター、フェイスブック、ミクシーなど） 
 

9 メルマガ／メーリングリスト 
  

10 通販カタログ 
   

11 店頭 
    

12 本 
    

13 授業／講義 
   

14 セミナー／イベント等 
   

15 友人／知人／同僚 
   

16 家族 
    

17 その他（具体的に：【   】） 
  

 

問 4 フェアトレードという言葉を最初に知ったのは、何年前ですか。次の中から当てはまるものを一つ

お選びください。 

1  1年未満 
    

2  1年～3年未満 
   

3  3年～5年未満 
   

4  5年～10年未満 
   

5  10年～15年未満 
   

6  15年～20年未満 
   

7  20年以上 
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問 5 フェアトレードに関して、どのような行動をとったことがありますか。 次の中から当てはまるものを

すべてお選びください。 

1 フェアトレードについて本やインターネットなどで調べた 

2 フェアトレードに関するセミナーやイベントに参加した 

3 フェアトレードのことを家族や友人、知人に話した／伝えた（メール、ツイッター、フェイスブッ

ク、ブログ等を含む） 

4 フェアトレード製品／産品を購入した 
 

5 フェアトレードに関わる団体に寄付をした 
 

6 フェアトレードに関わる団体やイベント等でボランティアをした 

7 フェアトレードに関わる団体（大学のサークル等を含む）に入った 

8 小売店や飲食店などにフェアトレード製品／産品を扱ってもらうよう働きかけた （備え付けの

リクエスト用紙、口頭、メール、電話などで） 

9 その他（具体的に：【   】） 
  

10 特別に行動したことはない 
  

 

問 6 フェアトレードを日本の社会に広めるとしたら、どのようにするのが良いと思いますか。 次の中か

ら当てはまるものを、すべてお選びください。 

1 一般の市民／消費者向けの啓発活動に力を入れる 

2 子ども（児童／生徒）向けの教育に力を入れる 

3 地域ぐるみでフェアトレードを普及・推進して地域に根づくようにする 

4 学校や職場、サークルなど自分が所属している場所でフェアトレードの輪を広げる 

5 企業に対してフェアトレードを行うよう働きかける 

6 政府や自治体にフェアトレードを支持・支援するよう働きかける 

7 フェアトレード製品／産品をもっと魅力的なものにする 

8 その他（具体的に：【   】） 
 

問7 「フェアトレードタウン」についてご存知ですか。次の中から当てはまるものを一つお選び下さい。 

1 知らない 
    

2 言葉は見聞きしたことはあるが、内容までは知らない 

3 見聞きしたことがあり、内容も多少は知っている 

4 見聞きしたことがあり、内容もよく知っている 
 

 

問 8 フェアトレードについて、政府や地方自治体はどのように関わったらよいと思いますか。 次の中か

ら当てはまるものを最大三つまでお選び下さい。 なお、1 を選んだ方は、他の選択肢を選ばずに

次の質問に進んでください。 

1 政府や地方自治体がフェアトレードに関わる必要はない 

2 フェアトレードを普及させるための広報を行う 
 

3 フェアトレードについてのイベントを後援したり、共催したりする 

4 フェアトレードの製品を積極的に購入するかたちで後押しする 

5 フェアトレードを学校教育の中に取り入れる 
 

6 フェアトレードを普及させるための政策や法律／条例を策定する 

7 その他（具体的に：【   】） 
  

 

問9 フェアトレードは、どのような効果を上げていると思いますか。 次の中から効果を上げていると思う

順に最大五つまでお選びください。 なお、1 を選んだ方は、一番目の回答欄の 1にチェックを入れ

たあとは、 他の選択肢を選ばずに次の質問に進んでください。 
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1 効果を上げていない 
   

2 あまり効果を上げていない 
  

3 途上国の生産者や労働者の収入が増える 
 

4 途上国の人々の教育や衛生状態が改善する 
 

5 途上国の児童労働がなくなる 
  

6 途上国の人々が自尊心を持てるようになる 
 

7 途上国の環境問題が改善する 
  

8 途上国の人々と先進国の私たちの間に信頼関係が生まれる 

9 先進国の私たちが格差や貧困の問題に関心を持つようになる 

10 先進国の私たちがライフスタイルを見直すきっかけになる 

11 フェアトレードの理念に触発されて、 先進国内の社会経済を公正化・活性化する活動が盛ん 

になる 

12 世界の貿易が公正なものに変わる 
 

13 その他の効果 
   

 

問10 フェアトレード製品／産品の購入経験について、次の中から当てはまるものを一つお選びください。  

    ※ここでの購入には、カフェやレストラン等での飲食も含めてお考えください。 

1  見たことも、買ったこともない 

2  見たことはあるが、買ったことはない（もらったこともない） 

3  買ったことはないが、もらったことはある 

4  1回だけ試しに買ったことがある 

5  年に1回の割合で買っている 

6  半年に1回の割合で買っている 

7  3か月に1回の割合で買っている 

8  月に1回の割合で買っている 

9  月に2～3回の割合で買っている 

10  毎週買っている 

11  その他【   】 

 

問 11 フェアトレード製品／産品を購入した理由は何でしたか。次の中から当てはまるものをすべてお選び

ください。 

1 製品ないし産品そのものが魅力的だったから 
 

2 自分の好きなメーカー／ブランドのものだったから 

3 自分がよく行く店に置かれていたから 
 

4 価格が手ごろだったから 
  

5 贈り物にしたいと思ったから 
  

6 店員に薦められたから 
  

7 友人／知人や家族から薦められたから 
 

8 メディアに取り上げられていたから 
 

9 貧困の削減など国際協力に役立つと思ったから 

10 生産者や労働者の権利を守ることにつながると思ったから 

11 児童労働をなくすことにつながると思ったから 
 

12 環境の保護に役立つと思ったから 
 

13 自分の健康に良いと思ったから 
  

14 自分が幸せな気持ちになれるから 
 

15 その他（具体的に：【   】） 
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問12 どのようなフェアトレード製品／産品を買ったことがありますか。次の中から当てはまるものをすべ

てお選びください。 

1 コーヒー 
  

2 紅茶／ハーブティー 
 

3 ジュース 
  

4 ワイン 
  

5 チョコレート 
 

6 クッキー／菓子 
 

7 バナナ 
  

8 ドライフルーツ 
 

9 カレー／香辛料 
 

10 衣類 
  

11 服飾雑貨／アクセサリー 

12 手工芸品 
  

13 雑貨（キッチン用品、バス用品、カードなど） 

14 化粧品 
  

15 その他（具体的に：【   】） 
 

問 13 フェアトレード製品／産品を買ったことがあるのはどこですか。次の中から当てはまるものをすべ

てお選びください。 

1 フェアトレード・ショップ 
   

2 有機（オーガニック）食品／製品店 
 

3 自然食品／製品店 
   

4 健康食品／製品店 
   

5 エスニック・ショップ（アジア雑貨品店など） 
 

6 スーパー 
    

7 コンビニ 
    

8 デパート 
    

9 生協 
    

10 その他の商店 
   

11 カフェ／レストラン等（そこでの飲食を含む） 
 

12 勤務先の売店・食堂・カフェテリア等（そこでの飲食を含む） 

13 学校／大学 
   

14 イベント会場 
   

15 インターネット通販 
   

16 カタログ通販 
   

17 自動販売機 
   

18 その他（具体的に：【   】） 
  

 

問14 フェアトレード製品／産品の1年間の購入額は平均してどのくらいでしょうか。 次の中から当ては

まるものを一つ選びください。 

1  500円未満 
   

2  500円～1，000円未満 
  

3  1，000円～2，000円未満 
  

4  2，000円～3，000円未満 
  

5  3，000円～5，000円未満 
  

6  5，000円～1万円未満 
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7  1万円～2万円未満 
   

8  2万円以上 
    

問 15 フェアトレード製品／産品を購入したことがない理由は何でしょうか。 次の中から当てはまるものを

すべてお選びください。 

1 フェアトレードのことをよく知らないから 
 

2 どれがフェアトレード製品／産品なのか区別がつかないから 

3 どこでフェアトレード製品／産品を売っているのか分からないから 

4 フェアトレード製品／産品を売っている店が近くにないから 

5 フェアトレード製品／産品が魅力的でないから 

6 値段が高いから 
   

7 品質に不安があるから 
  

8 本当に国際貢献になるのかどうか分からないから 

9 フェアトレードそのものに賛同できないから 
 

10 その他（具体的に：【   】） 
  

 

問16 フェアトレード製品／産品の価格は一般に高めですが、 フェアトレードでない同等品との価格差がど

の程度であれば購入しようと思いますか。 次の中から当てはまるものを一つお選びください。 

1  同価格なら買おうと思う 
  

2  10％以内なら買おうと思う 
  

3  20％以内なら買おうと思う 
  

4  30％以内なら買おうと思う 
  

5  50％以内なら買おうと思う 
  

6  2倍以内なら買おうと思う 
  

7  その他（具体的に：【   】） 
  

 

問17 発展途上国の自立的・持続的な発展に寄与する手段として有効と思われるのは何か、次のそれぞれ

の手段について 当てはまるものを一つずつお選びください。 

 

- フェアトレード 

- 先進国政府による援助・協力   

 
- 国際機関による援助・協力 

  

 
-  NGO（市民団体）による援助・協力 

 

 
- 企業活動（投資、生産、技術移転等） 

 
1 有効 

    
2 やや有効 

    
3 あまり有効でない 

   
4 有効でない 

   
 

問18 発展途上国の貧困問題を解決するために有効な方法は何か、 次の中から有効性が高いと思う順に

五つお選びください。 

1 食糧や生活必需品の供与 
  

2 有償（返済を求める）資金の提供 
  

3 無償（返済を求めない）資金の提供 
 

4 技術の提供 
   

5 教育／研修の提供 
   

6 公正な価格／賃金の支払い 
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7 途上国に不利な貿易の仕組みの改革 
 

8 自由な貿易の推進 
   

9 腐敗や汚職の根絶 
   

10 人権の擁護／確立 
   

11 債務の軽減／帳消し 
   

12 紛争の解決／予防 
   

13 その他 
    

 

問 19 あなた自身が途上国の貧困問題解決のために貢献したいと思う方法を、 次の中から優先度が高

い順に五つお選びください。 

1 国際協力団体に寄付をする 

2 国際協力団体を通して食糧や物資を送る 

3 国際協力団体でボランティアをする（国内） 

4 途上国の現地に行ってボランティアをする 

5 貧しい子どもの里親になる 

6 途上国の現状をまわりの人に伝え、問題意識を持ってもらう 

7 途上国の製品／産品を積極的に買う 

8 日本の政府や議員に働きかける 

9 日本の企業（特に現地に進出している企業）に働きかける 

10 その他 

 

問 20 TPP（環太平洋経済連携協定）をはじめとする自由貿易協定について、 次の中からご自分の考え

に近い順に最大五つまでお選びください。 

1 無条件に反対する 

2 国内の農業が脅かされるため、反対する 

3 国内の雇用が脅かされるため、反対する 

4 食の安全が脅かされるため、反対する 

5 日本の医療制度が脅かされるため、反対する 

6 外国の企業が日本政府を訴えやすくなるため、反対する 

7 不平等が広がる恐れがあるため、反対する 

8 その他の理由で、反対する 

9 無条件に賛成する 

10 国内の農業が守られるなら、賛成する 

11 国内の雇用が守られるなら、賛成する 

12 食の安全が守られるなら、賛成する 

13 日本の医療制度が守られるなら、賛成する 

14 外国の企業が日本政府を訴えやすくならないなら、賛成する 

15 不平等が広がらない対策が取られるなら、賛成する 

16 その他の条件が満たされるなら、賛成する 

 

問21 普段買い物をする時に、何を重視して買い物をしていますか。 次の中から重視する度合いが高い

順に五つお選びください。 

1 価格 

2 品質 

3 デザイン 

4 メーカー／ブランド 
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5 流行 

6 評判（友人・知人やインターネット上の） 

7 国産であること 

8 地元産であること 

9 環境に与える影響 

10 社会（生産者、労働者、下請けなど）に与える影響 

11 その他 

 

問22 普段から意識的に購入している製品／産品を、次の中からすべてお選びください。 

1 フェアトレード製品／産品 

2 環境に配慮している（エコな）製品／産品 

3 リサイクル製品／産品 

4 有機（オーガニック）製品／産品 

5 自然（ナチュラル）製品／産品 

6 健康に良い製品／産品 

7 国産の製品／産品 

8 地元（地場）の製品／産品 

9 産地直送の製品／産品 

10 障がい者の人たちが作った製品／産品 

11 その他（具体的に：【   】） 

12 特にない 

 

問23 次のマーク／ラベルについて、それぞれ当てはまる答えをお選びください。 

 

 

 

 

 

 

1 見たことがない 

2 見たことはあるが意味は知らない 

3 意味も知っている 

 

問24 どのような企業に対して好感を持っていますか。次の中から好感度が高い順に五つお選びください。 

1 社会的に名前が通っている企業 

2 グローバルに進出／展開している企業 

3 業績やマーケットシェアを伸ばしている企業 

4 株主への利益還元を重視している企業 

5 消費者に安い製品／サービスを提供している企業 

6 消費者に良質な製品／サービスを提供している企業 

7 環境に配慮している企業 

8 生産者や労働者の生活に配慮している企業 

9 納入業者や取引先に配慮している企業 
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10 従業員を大切にしている企業 

11 地域社会との絆を大切にしている企業 

12 広く社会に貢献している企業 

13 情報公開に積極的な企業 

14 その他 

 

問25 次の行動のうち、環境や社会に関することで今まで企業に対して取ったことがある行動をすべてお

選びください。 

1 環境に配慮している企業の製品を意識的に購入した 

2 環境に悪影響を及ぼしている企業の製品を購入するのをやめた 

3 生産者、労働者、下請けなどの生活に配慮している企業の製品を意識的に購入した 

4 生産者、労働者、下請けなどを不当に扱っている企業の製品を購入するのをやめた 

5 社会貢献に熱心な企業の製品を意識的に購入した 

6 環境に配慮している企業の株ないしファンドを意識的に購入した 

7 環境に配慮していない企業の株ないしファンドの保有をやめた 

8 生産者／労働者や社会に配慮している企業の株ないしファンドを意識的に購入した 

9 生産者／労働者や社会に配慮していない企業の株ないしファンドの保有をやめた 

10 環境や社会に配慮していない企業に対して不快／抗議の意思を表明した（電話／メール／

ツイッター／ブログ／デモ等で） 

11 その他（具体的に：【   】） 
  

 

問 26 世の中のさまざまな問題のうち、どのような問題に関心を持っていますか。 次の中から関心が高

い順に五つお選びください。 

1 政治のあり方 
   

2 経済／景気の行方 
   

3 雇用の問題 
   

4 国内の貧困／格差の問題 
  

5 社会的な倫理／モラルの問題 
  

6 社会保障の問題 
   

7 少子高齢化の問題 
   

8 ジェンダーや女性の地位の問題 
  

9 地域／地元の環境問題 
  

10 地球規模の環境問題 
   

11 発展途上国の貧困問題 
  

12 人権（特に弱い立場に置かれた人々の人権）の問題 

13 エネルギー問題 
   

14 食糧自給／食糧安全保障の問題 
  

15 貿易をめぐる問題 
   

16 紛争やテロの問題 
   

17 その他 
    

 

問27 世の中で大事と思われるものは何でしょうか。次の中から大事と思う順に五つお選びください。 

1 お金 

2 地位 

3 名誉 

4 仕事 
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5 自然／環境 

6 社会的な絆／思いやり 

7 精神的な豊かさ 

8 安全／安心 

9 健康 

10 自分らしい生き方 

11 家族 

12 友人 

13 自由 

14 平等 

15 正義 

16 平和 

17 その他 

 

 

  



47 

 

【調査概要】 

 ・実施期間：2015年6月26日～7月7日 

 ・調査機関：㈱ マクロミル 

 ・実施方法：インターネットによる定量調査（サンプル数：1076） 

   －全国を6地域に分け、性別・年代別に人口構成に応じて割付けて実施（下表を参照） 

   －11市町は割付なしに実施（サンプル数：103、ただし垂井町は69、東京都は120） 

 
全国 北海道/東北 関東 中部 近畿 中国 九州/沖縄 

男 536 63 181 99 86 47 60 

女 540 65 174 97 90 50 64 

10代 79 10 24 14 14 7 10 

20代 164 18 56 29 27 15 19 

30代 214 24 75 39 35 18 23 

40代 201 23 69 37 33 17 22 

50代 196 25 61 36 30 19 25 

60代 222 28 70 41 37 21 25 

計 1,076 128 355 196 176 97 124 

注） 地域割りにおいて三重県は中部地方に分類した 

 【サンプルサイズと標本誤差】 
 

信頼度：95％ 
母集団比率 

5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50% 

95% 90% 85% 80% 75% 70% 65% 60% 55% 50% 

サ 

ン 

プ 

ル 

サ 

イ 

ズ 

5  19.1  26.3  31.3  35.1  38.0  40.2  41.8  42.9  43.6  43.8  

10  13.5  18.6  22.1  24.8  26.8  28.4  29.6  30.4  30.8  31.0  

20  9.6  13.1  15.6  17.5  19.0  20.1  20.9  21.5  21.8  21.9  

30  7.8  10.7  12.8  14.3  15.5  16.4  17.1  17.5  17.8  17.9  

40  6.8  9.3  11.1  12.4  13.4  14.2  14.8  15.2  15.4  15.5  

50  6.0  8.3  9.9  11.1  12.0  12.7  13.2  13.6  13.8  13.9  

60  5.5  7.6  9.0  10.1  11.0  11.6  12.1  12.4  12.6  12.7  

70  5.1  7.0  8.4  9.4  10.1  10.7  11.2  11.5  11.7  11.7  

80  4.8  6.6  7.8  8.8  9.5  10.0  10.5  10.7  10.9  11.0  

90  4.5  6.2  7.4  8.3  8.9  9.5  9.9  10.1  10.3  10.3  

100  4.3  5.9  7.0  7.8  8.5  9.0  9.3  9.6  9.8  9.8  

150  3.5  4.8  5.7  6.4  6.9  7.3  7.6  7.8  8.0  8.0  

200  3.0  4.2  4.9  5.5  6.0  6.4  6.6  6.8  6.9  6.9  

250  2.7  3.7  4.4  5.0  5.4  5.7  5.9  6.1  6.2  6.2  

300  2.5  3.4  4.0  4.5  4.9  5.2  5.4  5.5  5.6  5.7  

350  2.3  3.1  3.7  4.2  4.5  4.8  5.0  5.1  5.2  5.2  

400  2.1  2.9  3.5  3.9  4.2  4.5  4.7  4.8  4.9  4.9  

450  2.0  2.8  3.3  3.7  4.0  4.2  4.4  4.5  4.6  4.6  

500  1.9  2.6  3.1  3.5  3.8  4.0  4.2  4.3  4.4  4.4  

1,000  1.4  1.9  2.2  2.5  2.7  2.8  3.0  3.0  3.1  3.1  

5,000  0.6  0.8  1.0  1.1  1.2  1.3  1.3  1.4  1.4  1.4  

10,000  0.4  0.6  0.7  0.8  0.8  0.9  0.9  1.0  1.0  1.0  

信頼度95％：同じ調査を100回繰り返せば、そのうち95回（＝95％）は上記の範囲内に収まるであろうこ

とを意味する。従って、上記範囲内に収まらない可能性もわずかながらある。 


